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年 1 月 1 日から，申請した公立図書館でも閲覧が可能5となっている。日本における現行の
                                                   




2 「図書館サービス技術法（Library Services and Technology Act）」また，博物館も含
めた，「博物館図書館サービス法（Museum and Library Services Act of 2003)」があ
る。<http://www.ala.org/advocacy/advleg/federallegislation/lsta>.[引用日 :2014-11-27] 
3 このサービスの転換について，政策的な提言のはじめとして，日本図書館協会町村図書
館活動推進委員会『図書館による町村ルネサンス L プラン 21：21 世紀の町村図書館振興
をめざす政策提言』日本図書館協会 ,2001. が出されている。その中で，IT 活用における
図書館を中心にしたまちづくりという地域と図書館の関係について言及している。このこ
とは，根本も『理想の図書館とは何か：知の公共性をめぐって』ミネルヴァ書
房,2011,p.112. において，指摘している。  































ーヴァー（Robert M MacIver 1882-1970）の設定した社会集団の類型。個人を全面的に吸


















1.2 先行研究レビュー  






                                                   
7 新村出『広辞苑』第 6 版,岩波書店,2008,p.1055 
8 小学館国語辞典編集部『日本国語大辞典』第 5 巻（第 2 版）,2001,p.1066 
9 総務省コミュニティ研究会第一回参考資料『地域コミュニティの現状と問題』（平成 19 







10 阿部彩『子どもの貧困』（岩波新書 1157）岩波書店 ,2008.［同著者］『子どもの貧困


























































                                                   
誌』105(1),2011.1,pp.20-23. 
17 日本図書館協会図書館利用教育委員会『情報リテラシー教育の実践：すべての図書館




技術』61(12),2011. 12,pp. 495-500. 
20 大城善盛 「情報リテラシーと図書館サービス」  『現代の図書館』45(4), 2007.12, pp. 
183-189. 
21 小松泰信「情報リテラシー科目の e ラーニング化に伴う学習支援体制」  『現代の図書
館』45(4), 2007.12, pp. 190-197. 
22 小林隆志,網浜聖子,松田啓代 「図書館の活用法を伝授します !!：鳥取県立図書館の実践
から 図書館は公務員・教職員の情報リテラシー向上に寄与できるか? 」『現代の図書





















1.2.3 電子書籍に関する研究  




                                                   
24 大谷朱美「教員との連携による情報リテラシー教育支援：東京学芸大学附属図書館事
例報告」『現代の図書館』45(4), 2007.12, pp. 213-219. 
25 鎌田和宏「小学生に情報リテラシーを育てる  」『現代の図書館』45(4), 2007.12, pp. 
220-225. 
26 上岡真紀子,市古みどり「図書館員による情報リテラシー教育：現在・過去・未来  」
『現代の図書館』45(4), 2007.12, pp.226-233. 
27 渡邉英徳『データを紡いで社会につなぐ デジタルアーカイブのつくり方』(講談社現
代新書)講談社,2013. 
28 NPO 知的資源イニシアティブ『デジタル文化資源の活用 地域の記憶とアーカイブ』


















互貸借とネットワーク公開ができないことを指摘している。2012 年に American Library 
Association （ALA）は，公共図書館におけるビジネスモデルを提示した“EBook Business 






                                                   










































                                                   
34 杉田正幸「視覚障害者の電子書籍アクセスの現状と課題」『図書館雑誌』 ,107(12)，
2013.12,pp.769-771. 





























 公共図書館におけるオンライン資料，特に電子書籍の取り扱いに関して，湯浅は 4 つの
選択肢に整理した39。その選択肢は，①出版社が提供する電子書籍を，それぞれの契約で，
                                                   



























                                                   
日，会場：神戸女子大学教育センター，発表 1）『図書館界』62（6），2011.3，pp.412-
418. 
































 第 11 章の能動的図書館サービスの展開と地域産業の活性化については，AVCC
（Advanced Visual Communication Center）のライブラリーレポートに公立図書館のビ
ジネス支援の取組51，課題解決支援サービスの動向52が考察されている。『現代の図書館』
                                                   






49 植村八潮, 野口武悟  編著,電子出版制作・流通協議会『電子図書館・電子書籍貸出サー
ビス：調査報告 2014』ポット出版 ,2014.  
50 南俊朗「互助ネットワーク仮想図書館への構想  -Library2.0 のその先を目指して-」






















ピッツバーグ・カーネギー図書館（Carnegie Library of Pittsburgh）の取り組みなどが調
査報告されている62。 











58 薬袋秀樹「地域の活性化における公共図書館の役割  」(特集 自治体図 




研究（Journal of college and university libraries）』 (99),学術文献普及会  ,2013.12, 
pp.40-47. 
61 嶋田学「地域を活性化させる図書館活動とは：公共図書館政策と東近江市立図書館の
実践」『図書館界』日本図書館研究会 , 63(1), 2011.5,pp.16-23, 
62 『地域活性化志向の公共図書館における経営に関する調査研究』（図書館調査研究リポ














提供した研究のオープンアクセス化や NII の機関リポジトリの取り組み，JST の助成研究
のオープンアクセスの義務化などについて論じている65。オープンアクセスに関しては，








                                                   
lternativeNo=>.[引用日 :2014-11-27] 
63 佐藤義則「e-Science と大学図書館：研究データサービスへの対応」『情報の科学と技
術』63(9), 2013.9,pp.377-384. <http://ci.nii.ac.jp/naid/110009636227>. [引用日:2014-
11-27] 
64 大向一輝「オープンデータと図書館」『カレントアウェアネス』 (320), 2014.6,pp.14-
16. 





『情報の科学と技術』60(4), 2010.4,pp. 138-143. 
68 佐藤翔,逸村裕「機関リポジトリとオープンアクセス雑誌：オープンアクセスの理念は




















設ける）の SNS の実験的導入の実践例と今後の展望について述べている75。 
 
                                                   
69 渡辺智暁,野口祐子「オープンアクセスの法的課題：ライセンスとその標準化・互換性
を中心に」『情報の科学と技術』60(4), 2010.4,pp. 151-155. 
70 三根慎二「オープンアクセスをウォッチする 10 大ツール」『情報の科学と技術』














1.2.5 司書育成に関する研究  


























78 藤井康子「法情報リサーチの習得術」『情報の科学と技術』63 (4),2013,pp.145-148. 
79 前田朗「図書館業務で使える情報システム対応力」『情報の科学と技術』63 
(4),2013,pp.149-153. 




























84 日高昇治「指定管理者制度と PFI 」『図書館雑誌』98(6), 2004.6, pp.372-375. 
85 座間直壯「図書館運営と指定管理者制度：図書館長の想うこと」『図書館雑誌』98(6), 
2004.6, pp. 376-378. 
86 汐崎順子「公立図書館の委託：大田区の事例から考える  」『図書館雑誌』98(6), 
2004.6, pp. 379-381. 
87 柳与志夫「社会教育施設への指定管理者制度導入に関わる問題点と今後の課題：図書
館および博物館を事例として」『レファレンス』国立国会図書館調査及び立法考査
局,62(2), 2012.2,pp. 79-91. 
88 小池信彦「図書館経営とアウトソーシング」『図書館界』  61(5),2010.9, pp.400-405. 






商務省電気通信情報局（National Telecommunications and Information Administration：
NTIA）から出された“Falling Through the Net: Defining the Digital Divide”90（「ネット
















                                                   
90 “Falling Through the Net: Defining the Digital 
Divide”<http://www.ntia.doc.gov/legacy/ntiahome/fttn99/FTTN.pdf>.[引用日:2014-11-
27] 
91 外務省「IT 情報技術 デジタル・ディバイド」
<http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/it/dd.html>.[引用日:2014-11-27] 
92 「著作権法の一部を改正する法律案（内閣提出第 73 号）」 
<http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/an/detail/1345237.htm>.[引用日:2014-11-27] 
この「著作権法の一部を改正する法律」は，第 186 回通常国会において，2014 年 4 月




























ュニティ・アンカー’たるべき公立図書館（‘Library as community anchor’94）は，独
自固有の立場から，この貧困問題，貧困の連鎖の解消に向けて立ち上がるべきだと考える。 
 
2.1.1 日本の貧困層に強いられる情報格差を解消する必要性  
 被保護世帯数（図表 2.1.1-1）は，2012 年度統計で 1,558,510 世帯となり，2008 年度か
らこの 5 年間で約 1.36 倍の増加となっており，この直近 5 年間の推移で，その割合（図
                                                   
94 ‘Library as Community Anchor’について，‘The New Jersey Library 
Cooperative’のホームページ上で，“Libraries are safe, nurturing and inspiring 







る。2008 年 9 月 15 日のリーマンショック以降の世界的金融危機に伴う経済不況による影
響が現れている95。 











とおりである。254 の地方公共団体の内，学習支援に取り組んでいるのが 5 分の 1 の 50




子どもの貧困に関わる内閣府の会議が，平成 26 年 4 月 4 日に立ち上げられ，平成 27 年
8 月で 3 回の会議が開催されている。その中で，「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロ
ジェクト（施策の方向性）」について議題として進められているが，その会議の資料の中に
                                                   






























                                                   
































平成 25 年度の指定都市立図書館長会議での照会回答の統計（図表 2.1.2-7）では，政令指
定都市全 20 市，302 館のうち，利用者閲覧用インターネット端末設置館・台数は，151 館，




（作成：鳥取県立図書館  司書 高橋真太郎）106において，労働者の直面する問題に，図書
                                                   
102 「平成 25（2013）年 通信利用動向調査」
<http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/140627_1.pdf>.[引用
日:2014-11-27] 
103 この統計で，「設置していない」と回答している大阪市立図書館 24 館中 1 館，神戸市




（5000 人当たり 3.6 台）。政令指定都市立図書館の奉仕人口が 2012 年度末で約










の「第 6 章：貧困との闘いから 50 年:進捗状況の報告」によると 1967 年以降，貧困率は
40％近く下落した要因として，「税額控除及び社会保障，栄養補助，失業保険等の政府プロ
グラムの成果に起因する。（中略）勤労所得税控除（EITC）及び還付可能な児童税控除（CTC）
















委託事業として NPO 法人が「ユースサポートセンタ （ー子ども・若者総合相談センター）」
                                                   
<http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2010
/01/05/1288525_1.pdf>.[引用日:2014-11-27] 
107 「米国大統領経済報告 2014 年版」
<http://www.mofa.go.jp/mofaj/na/na2/us/page3_000695.html 













    











2008 1,148,766 523,840 93,408 407,095 121,570 
2009 1,274,231 563,061 99,592 435,956 171,978 
2010 1,410,049 603,540 108,794 465,540 227,407 
2011 1,498,375 636,469 113,323 488,864 253,740 
2012 1,558,510 677,577 114,122 475,106 284,902 
 
注 1）：総数には保護停止中の世帯も含む。（各世帯類型別の世帯数は保護停止中が含まれていない。） 





  .   （％） 
  2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
傷病による（総数） 41.9 30.2 28 27.6 26.7 
急迫保護で医療扶助単給 9.8 6.4 5.2 5.2 5.1 
要介護状態 0.5 0.4 0.5 0.6 0.5 
働きによる収入の減少・喪失 19.7 31.6 29.6 27.8 25.7 
社会保障給付金・仕送りの減少・喪失 4.5 5 5.1 4.9 4.7 
貯金等の減少・喪失 17.4 20.1 24 25.4 27.6 




  自立指導 
任意事業 
就労準備 就労訓練 家計相談 学習支援 その他 
地方公共団体数 254 100 38 80 50 15 
 
                                                   
110 堺市ユースサポートセンター  <http://www.sakaiyouth.net/>.[引用日 :2014-11-27]が
































件数 201,130 71,821   7,132 70,648 440,570 291,671 92,135 22,693 735,041 
割合 27.4% 9.8% 0.0% 1.0% 9.6% 59.9% 39.7% 12.5% 3.1% 100.0% 
父子 
件数 3,826 735 78 147 2,665 5,790 - 4,019 292 12,573 
割合 30.4% 5.8% 0.6% 1.2% 21.2% 46.1% - 32.0% 2.3% 100.0% 
合計 
件数 204,956 72,556 78 7,279 73,313 446,360 291,671 96,154 22,985 747,614 




























[ 全 体 ] 62.6 21.9 81.7 
200万円未満 30.2 8.7 48.9 
200～400万円未満 48.6 13.9 73.6 
400～600万円未満 70.7 22 88.7 
600～800万円未満 76.1 27.9 94.8 
800～1,000万円未満 82.6 33.8 97 
1,000～1,500万円未満 86.4 38.5 98.1 
1,500～2,000万円未満 91.4 59.5 96.6 
2,000万円以上 70.7 38.4 94 






出典：平成25年度 指定都市立図書館長会議 照会回答資料 
（平成25年4月1日現在） 





札幌市 11 1 8 0.7 8 
仙台市 7 0 0 0 0 
さいたま市 23 24 65 2.8 2.7 
千葉市 14 0 0 0 0 
横浜市 18 18 38 2.1 2.1 
川崎市 14 7 24 1.7 3.4 
相模原市 4 4 28 7 7 
新潟市 19 10 44 2.3 4.4 
静岡市 12 12 42 3.5 3.5 
浜松市 22 6 26 1.2 4.3 
名古屋市 21 21 25 1.2 1.2 
京都市 20 1 30 1.5 30 
大阪市 24 0 0 0 0 
堺市 12 8 16 1.3 2 
神戸市 11 0 0 0 0 
岡山市 10 4 8 0.8 2 
広島市 11 12 19 1.7 1.6 
北九州市 17 18 52 3.1 2.9 
福岡市 11 2 6 0.5 3 
熊本市 21 3 22 1 7.3 
合計 302 151 453 1.5 3 
 
2.1.2 子どもの貧困と情報格差の社会問題化  
「平成 25（2013）年 国民生活基礎調査の概況」によると，2012 年度の子どもの貧困
率が，16.3%と過去最悪となった。また，文部科学省平成 25 年度報道発表（平成 25 年 2
月 12 日）「平成 24 年度要保護及び準要保護児童生徒数について」111によると，就学援助
制度112による援助を受けている要保護児童生徒数及び準要保護児童生徒数は，1,552,023
人，援助率（要保護・準要保護児童生徒）は 15.64%（図表 2.1.2-1）とこの 10 年間で，
1.24 倍近くに悪化している。子どもの貧困対策としては，「貧困の連鎖」が社会問題とな
                                                   
111 「平成 24 年度要保護及び準要保護児童生徒数について  」 
<http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/02/1344115.htm>.[引用日 :2014-11-27] 
112 就学援助制度は学校教育法第 19 条「経済的理由によって，就学困難と認められる学
齢児童又は学齢生徒の保護者に対しては，市町村は，必要な援助を与えなければならな
い。」とされ，その対象者は，「（1）要保護者：生活保護法第 6 条第 2 項に規定する要保




り，それを止めるために「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が 2013 年 5 月に制定
された。さらに 2014 年 8 月 29 日には「子供の貧困対策に関する大綱：全ての子供たちが
夢と希望を持って  成長していける社会の実現を目指して」113が閣議決定された。その大
綱には都道府県はじめ地方公共団体に，子供の貧困対策についての計画の策定をすすめて














「「子どもの貧困」最前線」（『週刊東洋経済』2008 年 5 月 17 日号）115に掲載されている。
こうした実態からもわかるように，貧困の連鎖が喫緊の課題であり，国と地方自治体は，
計画的に具体的方策をとることが求められている。  
2007 年に実施された「高校生の進路追跡調査第 1 次報告書」（2007 年 9 月）116の調査
に基づき，「高校生の進路と親の年収の関連について」（東京大学大学院教育学研究科大学
                                                   





115 「「子どもの貧困」最前線」『週刊東洋経済』 (6142), 2008.5.17 ,pp.46-63. 
116 東京大学大学院教育学研究科  大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査




経営・政策研究センター 2009 年 7 月 31 日）117で，親の年収と高校生の進路の関係が明
らかにされた。両親の年収と 4 年制大学の進学率は比例している（図表 2.1.2-2）。また，





















2003 123,055 1,132,543 1,255,598 11.85 
2004 130,635 1,206,192 1,336,827 12.76 
2005 132,104 1,244,759 1,376,863 13.2 
2006 133,705 1,277,367 1,411,072 13.58 
2007 132,372 1,290,110 1,422,482 13.75 
2008 131,033 1,305,128 1,436,161 13.93 
2009 136,648 1,351,465 1,488,113 14.51 
2010 147,755 1,403,328 1,551,083 15.28 
2011 152,060 1,415,771 1,567,831 15.58 




                                                   
117 「高校生の進路と親の年収の関連について」（東京大学大学院教育学研究科大学経
営・政策研究センター 2009 年 7 月 31 日）  <http://ump.p.u-
tokyo.ac.jp/crump/resource/crump090731.pdf>.[引用日:2014-11-27] 








タ  ー 2009年7月31日） 
      単位% 
両親年収 N 就職など 専門学校 短期大学 4年制大学 受験浪人・未定 
200万円以下 (N=170) 35.9 24.1 7.1 28.2 4.7 
200万円～400万円 (N=352) 27.3 22.4 11.9 33 5.4 
400万円～600万円 (N=695) 21.4 20.1 8.7 43.9 6.1 
600万円～800万年 (N=807) 15.7 17 10.2 49.4 7.7 
800万円～1000万円 (N=655) 10.1 15.3 10.1 54.8 8.7 
1000万円～1200万円 (N=311) 5.8 13.5 5.5 62.1 13.2 




2.1.3 学校教育における学力格差の問題  
日本の学校教育を‘ゆとり教育’に転換させた学習指導要領は，1976 年に中央教育審議
会において，学習内容を削減する提言がなされ，それを受けて，小中学校が 1977 年，高
等学校が 1978 年に告示され，全部改正されたものである。そして，小学校は 1980 年度，











査報告』（文部科学省 2008 年 8 月）120（図表 2.1.3-1）でも明らかなように，通塾率が昭
和 60（1985）年から 10 年間の伸び率が各学年とも高くなっていることがわかる。この改
正から，一斉に学習塾の業界は学校のカリキュラムを補えるビジネスチャンスとなり，学
力は，学校教育ではなく，学習塾が保証するような社会状況の歪みを招いてしまった。ま










                                                   
の教育の方向性の提言」（中央教育審議会高等学校教育部会平成 24 年 9 月 7 日） 
<http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/047/siryo/__icsFiles/afieldfile/
2012/09/20/1325670_03.pdf>.[引用日:2014-11-02]などが資料として出されている。  










1学年 2学年 3学年 4学年 5学年 6学年 1学年 2学年 3学年 
1985年 6.2 10.1 12.9 15.4 21.2 29.6 41.8 44.5 47.3 
1993年 12.1 14.1 17.5 23.6 31.1 41.7 52.5 59.1 67.1 
2002年   15.1 17.7   27.7 35.6   49.8 62.5 








調査年 1993年 2007年 
合計 11.7 18.7 
小学生 
計 11.7 19.5 
1学年 10.1 22.6 
2学年 12.6 22.1 
3学年 11.2 22.4 
4学年 12.3 19.3 
5学年 12.5 16.2 
6学年 11.4 15.2 
中学生 
計 11.8 17.1 
1学年 12.2 19.4 
2学年 12 16.7 
3学年 11.2 15 
 





























                                                   
121 「スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」（文部科学省）
<http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1312714.htm>.[引用日 :2014-11-























したものに，2011 年度「親と子の生活意識に関する調査」123（①母集団：全国の 1996 年
4 月 2 日～1997 年 4 月 1 日生まれの男女（中学３年生）及びその保護者，②標本数：子調























ーネット利用率が高い内容は，中学生では 1 位が「動画サイト（YouTube など）を見る」
93.3%，2 位が，「情報を検索して見る・読む」93.2%，3 位が「ゲームをする」64.2%であ
り，高校生の 1 位が「情報を検索して見る・読む」97.2%，2 位が「動画サイト（YouTube
など）を見る」95.7%，3 位が「チャットをする（LINE など）」90.1%であった。高校生の












                                                   
124 ベネッセ教育総合研究所『中高生の ICT 利用実態調査 2014』調査テーマ：中・高校
生の ICT メディアの利用実態と意識，調査方法：学校通しの質問紙による自記式調査，
調査時期：2014 年 2 月~3 月，調査対象：中学 1 年生～高校 2 年生 合計 9,468 人(有効
回答数）中学生 3,203 名（13 校）高校生 6,265 名（15 校） 





















保育に預けるとなると，かなり高額（週 5 日で月額約 5 万円前後が一般的）となる。しか
も 19 時を超えると基本料金外になる。もちろん，行政の手も回らず待機児童が多いこと
も問題となっている。貧困層にとって，民間の保育に預けることは，まず費用面から困難
                                                   
125 「放課後子ども総合プラン」  <http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-
11906000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Ikuseikankyouka/0000054031.pdf>.[引用
日:2014-11-27] 
126「日本再興戦略：未来への挑戦」改訂 2014（平成 26 年 6 月 24 日閣議決定）の中で，
「放課後児童クラブ等の拡充」として，「いわゆる「小１の壁」を打破し次代を担う人材
を育成するため，「待機児童解消加速化プラン」に加えて「放課後子ども総合プラン」を
策定し，2019 年度末までに 30 万人の放課後児童クラブの受け皿を拡大する。」とうたわ
れている。また，「「小１の壁」打破へ，学童保育  変わらなきゃ」（日本経済新聞 2014 年
12 月 10 日夕刊）の記事に，子ども・子育て支援新制度で，自治体の責任が明確になり，
先行する地域の保育充実の実態が掲載されている。また，「くらしと政治：2014 衆院選 





















                                                   

























メールをする（LINEは含めない） 15.4 29.0 18.8 63.2 11.2 32.2 36.6 80.0 
チャットをする（LINEなど） 45.7 13.2 3.3 62.2 67.3 20.4 2.4 90.1 
Twitterをする 15.3 8.4 4.4 28.1 40.7 12.3 3.9 56.9 
SNS 7.7 7.5 7.2 22.4 4.6 7.1 8.7 20.4 
SNS（mixi・Facebookなど）をする 1.8 3.1 5.7 10.6 1.4 2.5 5.6 9.5 
自分のブログやホームページを作成・
更新する 
32.9 43.5 16.9 93.3 27.5 52.7 15.5 95.7 
動画サイト（YouTubeなど）を見る 31.4 44.6 17.2 93.2 39.9 48.4 8.9 97.2 
情報を検索して，見る・読む 20.8 30.8 16.8 68.4 33.4 42.3 13.2 88.9 
関心のあるサイトに 
直接アクセス（接続）して見る・読む 
4.1 7.8 9.0 20.9 7.0 11.1 9.4 27.5 
匿名掲示板（2ちゃんねるなど）を見
る・書きこむ 
26.9 22.7 14.6 64.2 27.2 23.7 12.2 63.1 
ゲームをする（オンラインゲーム・ソー
シャルゲーム） 
8.7 11.6 14.2 34.5 7.8 13.5 13.6 34.9 
電子書籍（小説など）や電子コミック（マ
ンガ）を読む 
16.6 23.3 20.9 60.8 13.7 21.4 20.1 55.2 
インターネットで商品を買う（有料のダ
ウンロードも含む） 
1.9 2.5 35.5 39.9 1.9 2.5 44.7 49.1 
 
2.1.6 子ども・子育て支援新制度による放課後支援  
2015 年 4 月から「子ども・子育て支援新制度」128が本格稼働すると喧伝されている。こ








                                                   
128  「子ども・子育て支援新制度」  
<http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/index.html>.[引用日:2014-11-27] 















業）」（負担金：のびのびコース・月額 8,000 円（減免制度あり） すくすくコース・月額
4,000 円（減免制度あり）），「美原放課後児童健全育成児童会（美原区の児童対象）」（負担







児童対策から一歩進んだ感があるが，小中一貫校 2 校を含めて，小学校全 93 校のうち，
2013 年度は 15 校，2014 年度は 14 校（「堺っ子くらぶ」１校を除く）で，実施は 15%の
小学校区であり，また，対象は 4 年生から 6 年生の児童となっており，生活や学習の習慣
づけが最も重要な時期である幼児から低学年の支援が課題であったが，2015 年度からの
                                                   
130 キッズサポートセンターさかい  <http://www.bornelund.co.jp/ksc/index.html>.[引用
日:2014-11-27] 








びのびルームの対象は，「小学校 1 年生から 6 年生までの留守家庭児童優先」とされた。  
堺市における「子ども・子育て支援新制度」に対応した計画策定のために，2013 年 10





















                                                   
133 「子ども・子育て支援に関するニーズ調査」調査地域  ：堺市全域，調査対象：堺市内
在住の「未就学児」がいる世帯・保護者（就学前児童調査）3,500 人。堺市内在住の「小
学生」がいる世帯・保護者（就学児童調査）3,000 人。調査期間：平成 25 年 10 月 11 日











文部科学省がお茶の水女子大学に委託した調査研究，「平成 25 年度 全国学力・学習状況
調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究」



















                                                   



























学校に関すること（学習能力，教員の質） 7.0 0.0 7.3 5.2 0.0 
経済的負担の軽減 7.7 33.3 6.5 13.8 0.0 
子どもの遊び場（公園など室外） 5.5 0.0 6.5 0.0 0.0 
子どもの遊び場（室内） 4.1 0.0 4.8 0.0 0.0 
仕事と子育ての両立支援 4.6 33.3 4.0 6.9 0.0 
放課後児童クラブやのびのびルームやすくす
く教室について 
11.5 33.3 12.1 6.9 0.0 
一時預かりや病児・病後児預かりについて 25.2 0.0 26.0 22.4 0.0 
相談体制について 23.7 0.0 24.0 24.1 0.0 
市への要望について（安全確保，放課後支
援） 
7.7 0.0 7.1 12.1 0.0 
ファミリーサポートや見守り等地域との関わ
りについて 
7.9 0.0 7.9 6.9 50.0 






の変数を合成した指標。当該指標を四等分し，Highest SES，Upper middle SES，Lower middle SES，
Lowest SESに分割して分析。 
単位% 
  国語A 国語B 算数A 算数B 国語A 国語B 数学A 数学B 
Lowest SES 53.9 39.9 68.6 47.7 70.7 59.8 54.4 31.5 
Lower middle 
SES 
60.1 46.1 75.2 55.1 75.2 66 62 38.8 
Upper middle 
SES 
63.9 51.4 79.2 60.3 78.6 70.3 67.5 44.9 











A層 B層 C層 D層 A層 B層 C層 D層 
月に 1回以上 8.7 8.4 6.9 4.4 3.5 3.5 1.9 2.1 
2～3カ月に 1回程度 10.6 10.0 8.1 9.3 5.2 4.4 4.2 3.8 
半年に 1回程度 15.6 13.0 12.6 9.7 8.3 7.7 6.2 4.9 
1年に 1回程度 15.2 14.1 13.9 13.0 13.5 9.4 8.4 7.4 
2～3年に 1回程度 4.6 5.4 5.3 5.5 6.1 6.4 5.9 4.9 
ほとんど行かない 31.0 33.6 34.6 36.9 46.4 50.1 49.3 48.7 
行ったことがない 11.2 14.1 15.4 17.0 14.4 15.9 21.7 24.7 
近隣に図書館がないため
行くことができない 
3.0 1.3 3.2 4.3 2.5 2.7 2.4 3.4 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
 
 













                                                   
137) もともと，2002 年のイギリスにおけるシティズンシップ教育が始まりとされるが，
1998 年 9 月 22 日に発表された「シティズンシップ教育のための諮問委員会」最終報告














 国連識字の 10 年（United Nations Literacy Decade - 2003～2012）の中で，2008 年に
国際連合教育科学文化機関（UNESCO），UNESCO 生涯学習研究所（UNESCO Institute 
for Lifelong Learning: UIL）から，“literacy and the promotion of citizenship: discourses 
and effective practices”（「リテラシーとシティズンシップの促進：言説と効果的な実践」







                                                   
139 ピマカウンティライブラリーでは，シティズンシップクラスで，教育が実施されてい




140 国際連合教育科学文化機関（UNESCO）,UNESCO 生涯学習研究所（UNESCO 
Institute for Lifelong Learning: UIL）,国立教育政策研究所 ,国際研究・協力部翻訳「リ
テラシーとシティズンシップの促進：言説と効果的な実践」（UNESCO Institute for 
Lifelong Learning: UIL “literacy and the promotion of citizenship: discourses and 




Kellershohn, APOLL / Deutscher, ドイツ市民大学連盟（Volkshochschul-Verband 
e.V.）） 
142 日本のシティズンシップ教育の最近の動向は，水山光春「日本におけるシティズンシ
ップ教育実践の動向と課題」『教育実践研究紀要』 (10), 2010.3,pp.23-33. 橋本将志「日
本におけるシティズンシップ教育のゆくえ」『早稲田政治公法研究』  (101), 2013,pp.63-
51 
 






















                                                   
76.  
<https://dspace.wul.waseda.ac.jp/dspace/bitstream/2065/39571/1/SeijiKohoKenkyu_10
1_Hashimoto.pdf>.[引用日 :2014-11-02] を参照。  
143 「シティズンシップ教育と経済社会での人々の活躍についての研究会報告書」  











 社会人向けの無料教養講座も JMOOC（Japan Massive Open Online Courses）145や
ShareWis（シェアウィズ）146を活用すれば，大学教養程度の講座を学習できる。  
 


















フリーアカデミ  ー http://free-academy.jp/ 
manavee http://manavee.com/ 
 
2.1.9 貧困層への図書館サービスのまとめ  
日本科学技術振興機構では「戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）」における研
究の一つとして，社会が抱える様々な課題を，多世代・多様な人々が創造性を発揮して持
続可能な社会をデザインすることを目的に，平成 26 年度 新規研究開発領域「持続可能な
多世代共創社会のデザイン」の募集を行った147。これに関連して考えられることは，高齢
                                                   
145日本における MOOC は，日本オープンオンライン教育推進協議会の JMOOC 
<http://www.jmooc.jp/>.[引用日:2014-11-27]があり，gacco，OpenLearning, Japan，
OUJ MOOC は JMOOC 公認の配信プラットフォームで，gacco は NTT ドコモ社と NTT
ナレッジ・スクウェア社が提供，OpenLearning, Japan はネットラーニング社が提供，
OUJ MOOC は放送大学が提供。JMOOC は複数の講座配信プラットフォームをまとめる
ポータルサイト。 
146 ShareWis  <http://share-wis.com/>.[引用日:2014-11-27] 





































148 久野和子「「第三の場」(third places)としての図書館(発表 1,シンポジウム「人と人 ,





2.2 公立図書館における情報リテラシー  












  2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
2013 
年末 
利用者数 7,730 7,948 8,529 8,754  8,811 9,091 9,408 9,462 9,610 9,652 10,044 
人口普及率 64.3  66.0  70.8  72.6  73.0 75.3 78.0 78.2 79.1 79.5 82.8 
 
 








UNESCO は 2014 年 4 月 3 日に“Media and Information Literacy : Policy and Strategy 
Guidelines”150を出している。このガイドラインでは，メディア情報リテラシー（MIL）
                                                   
149『平成 26（2014）年版情報通信白書』「第 2 部 情報通信の現況・政策の動向」
<http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h26/html/nc253120.html> .[引
用日:2014-11-27] 








2.2.2 米国における情報リテラシー  
情報リテラシーについて，米国の変遷をたどってみたい。ALA 会長の情報リテラシーに





委員会として情報リテラシーへの取り組みについて 6 項目の勧告を提言152している。  
最終報告の提言に基づいて，10 年後の 1998 年に，その進捗状況が「リテラシーに関す
る進捗報告：  ALA 会長の情報リテラシーに関する諮問委員会更新：最終報告書」“A 
Progress Report on Information Literacy: An Update on the American Library 
Association Presidential Committee on Information Literacy: Final Report”153で報告
されている。  
                                                   
<http://unesdoc.unesco.org/images/0022/002256/225606e.pdf>.[引用日:2014-11-27] 













153 “A Progress Report on Information Literacy: An Update on the American Library 






会の指導の下で形成しなければならない」という提言 2 に基づいて，ALA 会長諮問委員会




2000 年には，「高等教育のための情報リテラシー能力基準」“ Information Literacy 
Competency Standards for Higher Education”を ACRL と ALA が認定している155。ド
ラフトの第 3 版「情報リテラシーと研究実践」“ Information Literacy and Research 
Practices”156が 2014 年 11 月 12 日に公開された。この基準は，「情報リテラシーを身に
つけた個人を評価するための枠組みを提供するもの」としている。  
さらに，2003 年 6 月に ACRL 理事会に承認された「ベストプラクティスを説明する情
報リテラシーのプログラムの特徴：ガイドライン」“Characteristics of Programs of 




図書館における指導プログラムのためのガイドライン」（“Guidelines for Instruction 
Programs in Academic Libraries”）158が示されており，大学教育においてはこのガイドラ
                                                   
154 “National Forum on Information Literacy” <http://infolit.org/>.[引用日:2014-11-
27] 
155 “Information Literacy Competency Standards for Higher Education”  
<http://www.ala.org/acrl/sites/ala.org.acrl/files/content/standards/standards.pdf>.[引




156 “Information Literacy and Research Practices”  
<http://www.sr.ithaka.org/sites/default/files/files/SR_Briefing_Information_Literacy_R
esearch_Practices_20141113.pdf>.[引用日:2014-11-27] 
157 “Characteristics of Programs of Information Literacy that Illustrate Best 
Practices: A Guideline” 
<http://www.ala.org/acrl/sites/ala.org.acrl/files/content/standards/characteristics_rev_
.pdf>.[引用日:2014-11-27] （2003 年 6 月 ACRL 理事会承認，2012 年 1 月改訂） 











（The International Association for the Evaluation of Educational Achievement：IEA）
は中学 2 年生を対象として，国全体で生徒のコンピュータと情報リテラシー（Computer 
and Information literacy：CIL）の成果を検証した。その報告として「デジタル時代の生
活準備をする：IEA 国際的コンピュータと情報リテラシー研究国際リポート」（ICILS： 
Preparing for Life in a Digital Age: The IEA International Computer and Information 
Literacy Study International Report ）160が出されている。この調査に日本は不参加であ
る。 
 
2.2.3 公共図書館における情報リテラシーの取り組み  
公共図書館の情報リテラシーの例として，宮原はシンガポール国立図書館庁（NLB：







                                                   
（2003 年 6 月 ACRL 理事会承認，2011 年 11 月改訂）  
159 “Digital Inclusion Survey” <http://www.ala.org/research/digitalinclusion>.[引用
日:2014-11-27] 
160 “ICILS： Preparing for Life in a Digital Age: The IEA International Computer 
















































3.1.1 大学図書館における電子ジャーナル  
大学図書館では，電子化された学術雑誌である電子ジャーナルと電子書籍の比率を比べ
                                                   
163 「総務省委託事業 平成 22 年度 新 ICT 利活用サービス創出支援事業 電子書籍交














る。その内訳は，平成 25 年（2013）年度「学術情報基盤実態調査」166によると，2012 年
度末統計で，電子ジャーナルは，「大学図書館の総利用可能種類数」3,846,668 種類，「1 大
学あたり平均利用可能種類数」4,970 種類，「総経費」227 億 4700 万円，「1 大学あたり平
均経費」29,389,000 円である（図表 3.1.1-1）。一方，電子書籍は，「大学図書館の総利用可能
種類数」の「「国内出版物」158,665 種類，「国外出版物」3,763,860 種類，「国内・国外合計」
3,921,525 種類，「1 大学あたり平均利用可能種類数」の「「国内出版物」205 種類，「国外
出版物」4,862 種類，「国内・国外合計」5,067 種類である（図表 3.1.1-2）。2010 年から
2012 年の電子ジャーナルと電子書籍の種類数の増加率を比較してみると，3 年間で，電子






よう。2008 年度から 2013 年 5 月 1 日現在の増加率は，大学数が 1.11 倍，蔵書冊数が 1.65
倍に対して， 2007 年度から 2012 年度までの「電子ジャーナル利用可能種類数」の増加
率は，2007 年度の指数を 100 とした場合，2012 年度は 645 となり，6.45 倍に増えてい
る。さらに，2007 年度を指数 100 にした 2012 年度比較で見ると，資料費は 93，図書受
入冊数は 84，雑誌受入種類数は 74，洋雑誌購入種類数は 52 となり，電子ジャーナル以外






                                                   





























                                                   
167 電子ジャーナルなどを安定的に大学図書館で活用できるような取り組みを推進してい
る組織に，‘大学図書館コンソーシアム連合’（Japan Alliance of University Library 
Consortia for E-Resources : JUSTICE）<http://www.nii.ac.jp/content/justice/>.[引用
日:2014-11-27]がある。  
168 「大学図書館の整備及び学術情報流通の在り方について（審議のまとめ）‐電子ジャ
ーナルの効率的な整備及び学術情報発信・流通の推進‐」（2009 年 7 月）科学技術・学












年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
国立大学 340,012 628,877 743,608 821,913 824,060 869,380 
公立大学 27,405 143,380 185,812 258,788 259,857 305,355 
私立大学 229,129 1,700,657 1,937,282 2,192,014 2,434,732 2,671,933 
合計 596,546 2,472,914 2,866,702 3,272,715 3,518,649 3,846,668 
1大学における平均電子ジャーナル利用可能種類数（年度末現在） 
（単位：種類） 
年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
国立大学 3,505 7,313 8,647 9,557 9,582 10,109 
公立大学 361 1,862 2,323 3,195 3,169 3,679 
私立大学 436 2,849 3,240 3,641 3,991 4,416 
合計 853 3,254 3,752 4,256 4,523 4,970 
＜大学の電子ジャーナルに係る総経費（各年度実績）＞ 
（単位：百万円） 
年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
国立大学 7,431 8,324 8,685 8,751 8,818 9,275 
公立大学 698 841 908 964 1,032 1,104 
私立大学 7,397 9,274 10,570 11,000 11,926 12,368 
合計 15,526 18,439 20,163 20,714 21,776 22,747 
＜1大学あたりの電子ジャーナルに係る平均経費（各年度実績）＞ 
（単位：千円） 
年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
国立大学 86,410 96,794 100,990 101,755 102,538 107,845 
公立大学 9,307 10,921 11,354 11,898 12,580 13,301 
私立大学 12,516 15,535 17,675 18,272 19,551 20,444 












年度 2010 2011 2012 
  国内出版社 国外出版社 国内出版社 国外出版社 国内出版社 国外出版社 
国立大学 17,651 583,532 18,882 665,744 22,698 705,255 
公立大学 619 32,448 1,197 51,914 1,970 70,752 
私立大学 51,677 1,217,468 67,754 2,166,190 133,997 2,986,853 
合計 69,947 1,833,448 87,833 2,883,848 158,665 3,762,860 
＜1大学における平均電子書籍利用可能種類数（年度末現在）＞ 
（単位：種類 ） 
年度 2010 2011 2012 
  国内出版社 国外出版社 国内出版社 国外出版社 国内出版社 国外出版社 
国立大学 205 6,785 220 7,741 244 8,201 
公立大学 8 401 15 633 24 852 
私立大学 86 2,022 111 3,551 221 4,937 
合計 91 2,384 113 3,707 205 4,862 
 









によると 1999 年時点でのサンフランシスコ市立図書館では，60 以上のデータベースを提
供していることが報告されている。米国に比べて，日本の公立図書館が提供しているオン
ラインデータベースの種類がいかに少ない状況であるかがわかる169。また，2014 年 3 月

























  利用したことがある 利用していない 知らなかった 無回答 
オンライン 
データベース 
25.0% 59.7% 14.2% 1.1% 
 











170 『平成 25 年度堺市立図書館利用者アンケート調査の結果』実施期間：2014 年 3 月










ブ等の運営に関する調査研究」171の報告書で，菅野によって‘第１章  第 2 節 公共図書














                                                   
171 文化・学術機関におけるデジタルアーカイブ等の運営に関する調査研究
<http://current.ndl.go.jp/node/17883>.[引用日:2014-11-27] 
172 総務省『地のデジタルアーカイブ：社会の知識インフラの拡充に向けて』2012 年 3
月<http://www.soumu.go.jp/main_content/000167508.pdf>.[引用日:2014-11-27] 
173 World Digital Library <http://www.wdl.org/en/>.[引用日:2014-11-27] 
174 Europeana <http://www.europeana.eu/>.[引用日:2014-11-27] 
175 歴史的音源（れきおん）  <http://rekion.dl.ndl.go.jp/>.[引用日:2014-11-27] 
176 WARP：国立国会図書館インターネット資料収集保存事業  
<http://warp.ndl.go.jp/>.[引用日:2014-11-27] 
177 「著作権法の一部を改正する法律」（2012 年 6 月 27 日公布，2013 年 1 月 1 日施行）
により国立国会図書館がデジタル化した資料のうち，入手困難な資料を図書館等に送信で




















て，「国立会図書館サーチ 外部提供インタフェース仕様書」（第 1.15 版）（2015.9.18）182



















象とした蔵書検索の API 群を開発者向けに提供するものである。  




























                                                   
<http://iss.ndl.go.jp/information/wp-
content/uploads/2015/09/ndlsearch_api_20150918_jp.pdf >.[引用日：2015-11-27] 
183 日本図書館研究会主催「第 10 回国際図書館学セミナー」（テーマ：‘第一線の読者・
利用者サービスを考える’，日時：  2014 年 10 月 18 日～2014 年 10 月 19 日，会場：  京


























                                                   
184 TRC-ADEAC<https://trc-adeac.trc.co.jp/>.[引用日:2014-11-27] 
185 図書館振興財団（http://www.toshokan.or.jp/） の 2012 年度の「『堺市史』フルテキ
スト（全文）デジタル化による一般公開システム事業」   
<http://www.toshokan.or.jp/josei/H24/sakai.pdf>.[引用日:2014-11-27] 
186 堺市立図書館の平成 26 年度当初予算では，‘地域資料デジタル化業務（古文書・貴重
資料のデジタル化及びデータベース化）’474,000 円，‘堺独自資料電子書籍化業務’  
904,800 円（内訳：電子書籍化：690,400 円，電子書籍変換：210,400 円，電子書籍用書
誌データ：4,000 円）となっている。平成 26 年度，実際に堺独自資料を電子書籍化した








3.2.3 デジタル化に関する調査研究  


















                                                   
187 デジタルアーカイブの公開によるこうした問題点を取り上げたものに，佐野昌己「デ
ジタルアーカイブ一般公開の抱える課題」『情報学研究科  IT News Letter』Vol.10, No.1 
(2014 年春号) がある。<http://open.shonan.bunkyo.ac.jp/gs-info/wp/wp-
content/themes/bunkyo/images/top/2015/06/201401-02.pdf>.[引用日:2015 -11-27] 
188 「資料：公共図書館の電子図書館・電子書籍サービスのアンケート[2014 年 4 月]報
告」『電子図書館・電子書籍貸出サービス』ポット出版 ,2014,pp.171-219. 
189「図書館に関する科目」（2012 年 4 月 1 日以降）に，この内容を組み込むとすれば，























                                                   


























                                                   
192 Apple <http://www.apple.com/jp/>.[引用日:2014-11-27] 
193 Amazon.com <http://www.amazon.com/>.[引用日:2014-11-27] 
194 GSM（Global System for Mobile Communications）が海外では事実上の世界標準と







196 Google Books <http://books.google.co.jp/>.[引用日:2014-11-27] 
197 ScienceDirect，Springer-Link，Wiley Interscience，HighWire Press など。
ScienceDirect を運営するエルゼビア （Elsevier B.V. エルゼビア・ベーフェー）は世
界最大の医学・科学技術系の電子ジャーナルの出版社である。ファイル形式は PDF，






















公共図書館での電子書籍閲覧・貸出サービスは，2002 年 6 月に北海道岩見沢市が，
「10daysbooks」199提供の岩波文庫や東洋文庫，マンガ等の電子コンテンツを閲覧できる
サービスを開始したのをはじめ，2005 年 5 月には，生駒市立図書館が，パブリッシングリ
ンク200と提携し，ソニーの電子書籍端末 LIBRIe 201を貸出して，電子書籍を閲覧できるサ
                                                   
198 書誌ユーティティとして日本は国立情報学研究所（http://www.nii.ac.jp/[引用日：




マンガを中心に 5 万冊以上をリリースしている。  
200 パブリッシングリンク  <https://www.publishinglink.jp/>.[引用日：2011-12-23] 電子
出版物の企画・開発に関する事業及び携帯電話向け電子配信サービスに関する事業等  





ービスを開始した。この二つのサービスは，すでに終了している。さらに 2007 年 11 月に
は千代田 Web 図書館202が電子書籍貸出サービスを開始した。それとほぼ同じ形のシステ
ム構成で，2011 年 1 月から堺市立図書館203が電子書籍貸出サービスを開始した。また，
2010 年 12 月には，総務省の 2010 年度「新 ICT 利活用サービス創出支援事業」204採択事
業の一環として，鎌倉市と採択事業者であるビジネス支援図書館推進協議会，日本ユニシ
ス，ミクプランニングが共同で実施した電子書籍プロジェクトがモニターを募集し，電子
書籍の実証実験を実施した。そして，2011 年 3 月に，オープンした萩市立萩図書館205が，
電子書籍の貸出サービスを始めた。鎌倉市立図書館と同じように，市民モニターを募集し
て，2011 年 7 月から静岡県立中央図書館が「電子図書館体験プロジェクト」206を開始，
2011 年 10 月から，札幌市中央図書館が電子図書館実証実験を開始207し，タブレット端末
の貸出も行う。こうした，一連の電子書籍の公共図書館での貸出サービス実証実験，ある






                                                   
なっている。  
202 千代田 Web 図書館  <https://weblibrary-chiyoda.com/>.[引用日：2011-12-23] 
203 堺市立図書館  <http://www.lib-sakai.jp/>.[引用日：2011-12-23]堺市立図書館の電子
図書館のページは，<https://dnp-cms.d-library.jp/SKI01/>.[引用日：2011-12-23]であ
る。 





205 萩市立萩図書館 http://hagilib.city.hagi.lg.jp/[引用日：2011-12-23] 
206 「静岡県立中央図書館，「電子図書館体験プロジェクト」を開始」2011 年 7 月 22 日
<http://current.ndl.go.jp/node/18730[引用日：2011-12-23]  
207 「電子図書館実証実験，札幌市中央図書館でも実施へ」2011 年 8 月 3 日
<http://current.ndl.go.jp/node/18812[引用日：2011-12-23]  
208 佐久間素子「堺市立図書館における電子書籍提供サービスについて」『図書館雑誌』









電子書籍の流通についての調査研究は，2010 年度新 ICT 利活用サービス創出支援事業
として図書館におけるデジタルコンテンツ利活用検討委員会から『図書館デジタルコンテ










2014 年 4 月からのモデルでは，HTML5 準拠のブラウザに対応するシステムへ変更し，そ
のダウンロードの必要がなくなっている。電子書籍は，JIS X8341212に準拠していること
で，高齢者，読書困難者へのアクセシビリティの強化を図っている。もう一つのモデルと
して，2013 年 10 月に株式会社 KADOKAWA，株式会社講談社，株式会社紀伊国屋書店の
3 社共同で，日本電子図書館サービス（JDLS：Japan Digital Library Service）213という






211 TRC-DL <https://www.trc.co.jp/solution/trcdl.html>.[引用日:2014-11-27] 
212 情報技術標準化研究センター 情報アクセシビリティ国際標準化委員会 普及・適合
性評価技術部会（WG3)「高齢者・障害者等設計指針：情報通信における機器，ソフト
ウェア及びサービス 規格の概要」（2007 年 1 月） 
<http://www.jsa.or.jp/stdz/instac/commitee-
acc/WG3/Docs/Guide_X8341_20070111.pdf>.[引用日:2014-11-27] 
213 日本電子図書館サービス  <http://www.jdls.co.jp/>.[引用日:2014-11-27] 
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準備会社を設立し，2014 年 8 月に事業会社化された。この事業の対象者は，公共図書館，
大学図書館，学校図書館である。この日本電子図書館サービスは，電子書籍貸出の実証実
験を，山中湖情報創造館214（実施期間：2014 年 10 月 14 日～2015 年 3 月 31 日），稲城市






















                                                   
214 山中湖情報創造館  <http://www.lib-yamanakako.jp/>.[引用日:2015-03-14] 
215 稲城市立図書館  <http://www.library.inagi.tokyo.jp/>.[引用日:2014-03-14] 













BookWeb Pro が提供する NetLibrary，京セラと丸善が提供する Maruzen eBook Library
があり，これらはアクセス数に応じた価格での契約となる。  
 
4.1.2 米国における公共図書館の電子書籍提供サービス  





は，2014 年 5 月現在，世界 36 ヶ国で 28,000 館の図書館，学校，および大学に向けて提
供しており，その利用の実態については，2012 年の 1 月から 8 月の利用調査よって報告
されている217。OverDrive 社は，電子書籍の他に，オーディオブック，音楽，映像も用意
している。その契約は，タイトルの買い取り，または，年間購読という形態をとっている。
2015 年 1 月 8 日の OverDrive 社の発表によると，2014 年の公共図書館と学校での
OverDrive グローバルネットワークから借りられたデジタル資料の件数は 1 億 3700 万件
で，2013 年より 33%増加している。内訳は，電子書籍が 1 億 500 万件（対前年度比+32%），
デジタルオーディオブック 3,200 万件（対前年度比+38%）となっている。また，貸出に伴
うモバイル機器のチェックアウト件数が対前年度比 43%の増加となっており218，図書館の
                                                   
217 Browsing eBooks Grows Exponentially in Libraries and Schools 
<http://company.overdrive.com/news/browsing-ebooks-grows-exponentially-in-
libraries-and-schools/>.[引用日:2014-09-01] 






初では DNP は約 4,000 冊），顧客の館数の桁が違っている。米国では，こうした電子書籍
を読むために電子書籍専用端末やタブレット端末が普及しており，2014 年 3 月の報告に
よると，16 歳以上の全体の 24%（紙書籍読者も同じ）は，電子書籍専用端末の Kindle か
Nook，16 歳以上の全体の 35%（紙書籍読者 29%）はタブレット端末を使っている219。 
米国の公共図書館の電子書籍提供サービスで，もう一つ別のモデルを取り上げてみよう。
それは，いわゆる「ダグラス郡モデル」といわれるものであり，ダグラス郡図書館（Douglas 
County Libraries：DCL）が 2011 年 3 月にそのモデルを発表している。これは，電子書
籍ファイルを出版社から買い取り，貸出しようとするモデルであり，現在行われているア
クセス権購入とは，全く違うものとなっている。また，このモデルが使用するシステムは，
Adobe 社の‘Adobe Content Server’を中心としたシステムであり，OverDrive 社が使用
するシステムと同じで， DRM による電子書籍を貸出できるものである。さらに，Library 
Services and Technology Act (LSTA)から 209,460 ドルの助成を受け，ダグラス郡図書館
（Douglas County Libraries：DCL）と，コロラド州の図書館コンソーシアム（Colorado 
Library Consortium；CLiC）との電子書籍の実験プロジェクト “eVoke 2.0: Colorado 






                                                   
<http://company.overdrive.com/news/ebook-use-up-33-in-2014-in-libraries-through-
overdrive/>.[引用日:2015-1-14] 
219 Pew Research Center, March 2014, “From Distant Admirers to Library Lovers: A 
typology of public library engagement in America.”  
<http://www.pewinternet.org/files/2014/03/PIP-Library-Typology-Report.pdf>.[引用
日:2014-12-01] 






4.2 公共図書館における電子書籍提供ルートの現状  
電子書籍導入に関する契約の問題点は 3 点ある。 
1 点目はベンダーによる囲い込みの問題である。堺市立図書館の電子書籍貸出システム
は，クラウドコンピューティングによる DNP サーバーからのコンテンツの閲覧であり，



















コンテンツの価格については，Bailey, Timothy P. “Cost Differentials between E-Books 
and Print” in Academic Libraries. College & Research Libraries. （2013 年 10 月受領，
プレプリント）で，米国大学図書館における電子書籍と冊子体の価格差調査（図表 4.2-3）
で，LC 分類別の印刷資料に比べて E-book の平均価格差は，人文科学系が 21.55 ドル，社





図表4.2-3： Field Price Differentials 
出典：Bailey, Timothy P. “Cost Differentials between E-Books and Print” in Academic Libraries. 
College & Research Libraries.  October 17, 2013 . <http://crl.acrl.org/content/early/2013/10/23/crl13-
542.full.pdf> 




# Print Titles  45 203 16 264 
Average Print Price  $51.99  $54.42  $64.29  $54.60  
Average E-Book Price $73.54  $72.72  $87.81  $73.78  




4.3-2）222を基に見てみよう。2013 年度末の 1 日だけの調査で，かなりバイアスがかかっ
ているようであるが，窓口調査で，電子書籍のみの利用を聞いたものが，この時の調査し
かないため，この調査を使うしかない。それによると，電子書籍を利用したことがあると







電子書籍利用の年齢層で最も多いのが 50 歳代であるが，60 歳代以上は電子書籍利用が少
                                                   
221 カレントアウェアネス -E No.249  <http://current.ndl.go.jp/e15062013.11.21>.[引用
日：2014-1-20] 
“Cost Differentials between E-Books and Print in Academic Libraries” October 17, 
2013 <http://crl.acrl.org/content/early/2013/10/23/crl13-542.full.pdf>.[引用日：2014-1-
20] 
222 「平成 25 年度堺市立図書館利用者アンケート調査の結果：単純集計」  
<http://www.lib-sakai.jp/gaiyou/enq_H25.pdf>.[引用日：2014-12-18] 










一方，堺市立図書館のこの 3 年間の電子書籍利用年齢層（図表 4.3-2）を見ると，40 歳
























利用していない 知らなかった 無回答 
電子書籍 8.0% 73.1% 17.8% 1.1% 
 
  利用したことがある 利用していない 知らなかった 無回答 
10歳代 14 7.00% 67 3.70% 50 11.20% 0 0.00% 
20歳代 11 5.50% 77 4.20% 20 4.50% 0 0.00% 
30歳代 23 11.60% 205 11.20% 89 20.00% 4 14.30% 
40歳代 44 22.10% 294 16.10% 71 16.00% 1 3.60% 
50歳代 32 16.10% 202 11.10% 48 10.80% 4 14.30% 
60歳代 43 21.60% 551 30.30% 87 19.60% 6 21.40% 
70歳代以上 31 15.60% 423 23.20% 78 17.50% 10 35.70% 
無回答 1 0.50% 4 0.20% 2 0.40% 3 10.70% 
 
図表4.3-2：電子書籍利用年齢層（2011年1月1日～2013年12月31日） 
年齢 貸出人数 割合 
0～6 189 1.80% 
7～12 141 1.30% 
13～15 136 1.30% 
16～18 76 0.70% 
18～22 158 1.50% 
23～29 581 5.50% 
30～39 1,917 18.20% 
40～49 2,807 26.70% 
50～59 1,869 17.80% 
60～69 1,809 17.20% 
70～79 798 7.60% 
80～89 38 0.40% 
90～ 0 0.00% 
合計 10,519 100% 
 
4.4 DNP・CHI グループの図書館向けプラットフォームの分析  
DNP は電子書籍流通分野を 2 つの属性に分けている。それは，①流通ライセンス分野，
②販売・流通分野である。この流通ライセンス分野は，創作者側のコンテンツホルダとし
て，著者と出版社がある。そしてそのライセンスを管理する部門として，ASP サービス
（Application Service Provider Service）を提供する取次的な役目を持つ株式会社モバイ
ルブック・ジェーピー（MobileBook.jp）224，デジタル化とインフラ構築は DNP である。
                                                   





























                                                   
225 丸善株式会社  <http://www.maruzen.co.jp/top/index.html>.[引用日：2011-12-23] 








2014 年に DNP，日本ユニシス，丸善，TRC は共同で電子図書館サービスを提供してい





を提供している。2014 年現在オールアバウトの書籍 20,000 冊の内，図書館への提供は約




ベルク 21 が 10，6％となっている。青空文庫とグーテンベルク 21 は著作権切れの資料で




                                                   
229 DNP ニュースリリース（2013 年 10 月 29 日） 
<http://www.dnp.co.jp/news/10092989_2482.html>[引用日：2014-11-27] 







売り上げ   
単価 部数 売り上げ（単価×部数） 
750円 5,000部 3,750,000円 
コスト   
内訳 コスト率 コスト額 
配信・決済料 売り上げの30% 1,125,000円 
著者に支払う印税 売り上げの10% 375,000円 
デザイン・DTP費 固定 400,000円 
出版社の経費 固定 1,350,000円 
合計（総コスト）   3,250,000円 
出版社の損益   
売り上げ コスト 損益（売り上げ－コスト） 





  書誌数（タイトル） 割合（%） 
株式会社オールアバウト 18,000 46.7% 
青空文庫 5,000 13.0% 
グーテンベルク 21 4,103 10.6% 
平凡社 1,071 2.8% 
PHP研究所 973 2.5% 
法研 769 2.0% 
地域資料   8.7% 
その他   2.5% 
 
4.5 電子書籍提供サービスとコストパフォーマンス  
電子書籍提供サービスについて，コストの面から考察する。堺市における電子書籍に関




分の 1 がカウンター業務にあたるため，貸出に関わる人件費は全体の 3 分の 1 と判断し
た。そこから割り出すと，1 冊あたりの貸出に要する経費は 3 年間の平均で，紙媒体資料
                                                   
232 試算するに当たり使用した資料：堺市財政局財政部財政課『平成 22 年度 決算説明資
料』2011.8. 『平成 23 年度 決算説明資料』2012.8. 『平成 24 年度 決算説明資料』2013.8. 
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2014 年 12 月 16 日の朝日新聞の夕刊に，「電子図書館便利なのに」という記事が掲載さ
れた233。2014 年 8 月に電子書籍提供システムを導入した三田市立図書館や西日本で初め
て導入した堺市立図書館等の取材をしている。非来館者サービスで，保管場所もいらない










                                                   
233 「電子図書館便利なのに」『朝日新聞』2014.12.16 夕刊 1 面 
234 株式会社メディアドゥ  <http://www.mediado.jp/>.[引用日：2014-11-27]は，2014 年







    経費（円） 
    平成22年度 平成23年度 平成24年度 合計 
資料費（電子書籍以外） A 101,637,573 106,513,892 121,816,067 329,967,532 
資料費（電子書籍） B 3,229,069 4,386,707 4,682,539 12,298,315 
人件費（教育委員会全体から
人数割り概算） 
C 596,854,041 558,416,928 529,716,344 1,684,987,312 
人件費（短期臨時職員賃金・
非常勤職員報酬等） 
D 101,850,001 114,553,660 96,733,567 313,137,228 
図書館情報システム借上料 E 8,698,268 17,414,460 17,414,460 43,527,188 
図書館情報システム保守料 F 9,704,898 7,938,000 7,938,000 25,580,898 
図書館情報システム回線使用
料 
G 6,739,130 7,345,218 7,368,383 21,452,731 
図書館情報システム開発委託
料（繰越明許費）÷5 
H 15,750,000 15,750,000 15,750,000 47,250,000 
図書館システムネットワーク
工事（繰越明許費）÷5 
I 2,291,381 2,291,381 2,291,381 6,874,143 
1 冊貸出にかかる図書館情報
シ ス テ ム コ ス ト 
SUM(E:I)/M 
J 9.4 10.6 10.4 10.1 
貸出冊数（個人） 
電子書籍以外 K 4,607,949 4,772,469 4,886,106 14,266,524 
電子書籍 L 4,550 3,742 6,295 14,587 





82 80 77 79 
電子書籍 B/L+J 719 1183 753 853 
 
4.6 クラウドコンピューティングにおける問題点  
堺市立図書館の電子書籍貸出システムは，図書館の基幹業務システムと通信回線により




                                                   






























                                                   
pp.209-211 にクラウド活用の効果と課題が示されている。  
237 『クラウド（ネットワーク）におけるプライバシー：個人情報をクラウドに移すため
の法的枠組』  <http://www.mofo.com/files/Uploads/Images/110207-Privacy-in-the-
Cloud.pdf>.[引用日：2011-12-23] February 14。2011，Privacy in the Cloud: A Legal 









その中で，5 種類の意味を上げている。第 1 は，「電算写植システム（CTS）による文字情
報のデジタル化によって編集電子化が進展した」こと，第 2 は，「CD-ROM のようなデジ
タル化された出版コンテンツをデジタルパッケージ化した出版形態」のこと，第 3 は，8








書や郷土資料など図書館の所蔵資料をデジタル化したもの (5) 「Yahoo! Japan 辞書」の






5.1 市場の日米比較  
市場における出版統計では，全米出版社団体 Association of American Publishers（以
下：AAP と記述）239が 2012 年第 1 四半期時点の書籍販売状況が，部数・売上高で電子書
籍がハードカバー本を超えた。ハードカバー本の 1～3 月の売上高 2.29 億ドル（約 181 億
                                                   
238 [前掲] 注 30，pp.7-8.より抜粋引用  




円），電子書籍は 2.82 億ドル（約 223 億円）ソフトカバー本は 2.99 億ドル（約 236 億円）




年の米国の書籍全体（プリント版と電子書籍）での市場規模（出荷）は 150 億 4900 万ド
ル（約 1 兆 5000 億円），電子書籍市場規模（出荷）は 30 億 4200 万ドル（約 3000 億円），
電子書籍は一般書籍全体に対して，約 20％である。一方，日本は小売りでの統計であり，















                                                   































しかも片手で読むことができる。その  Kindle を読書専用デバイスとしたアマゾンの販売
戦略は成功した 246。Kindle の登場は，アマゾンが提供する電子出版プラットフォーム
Kindle Direct Publishing（KDP）247という出版販売サービスも提供している。  
                                                   
243 インターネットメディア総合研究所編『電子出版ハンドブック 2011』インプレス
R&D，2011.3，p.36.（OnDeck 2011 年 2 月 3 日号掲載）  
244 App Store <http://store.apple.com/us>.[引用日：2011-12-23] 
245 [前掲]注 243（OnDeck 2011 年 1 月 18 日号掲載）p.40. 
246 “Amazon.com Now Selling More Kindle Books Than Print Books”  
<http://phx.corporate-ir.net/phoenix.zhtml?c=176060&p=irol-
newsArticle&ID=1565581&highlight>.[引用日：2016-11-27]（2011.5.19.）アマゾン
は，2011 年 4 月以降，紙の書籍の売り上げが落ちていない中で，紙の書籍 100 に対して
Kindle 本は 105 冊の割合で売れていると発表。  




2010 年当時の米国の Kindle ユーザーの年齢層（図表 5.2-1）を見てみると，30 代が
29.6％と最も多く，20 代が 24.5％と次に多い。10 代が少ないのは，Kindle の購入価格に


















                                                   






250 “Pricing of E-Books Draws Increased Antitrust 
Scrutiny”<http://online.wsj.com/article/SB1000142405274870427180457540518185806
1108.html>.[引用日：2017-11-27]2010 年 8 月 3 日「Pricing of E-Books Draws 
Increased Antitrust Scrutiny」（The Wall Street Journal） 米国コネチカット州検事総
長事務局，リチャード・ブルメンソール（Richard Blumenthal）司法長官は，2010 年 8
月 2 日に米国 Apple。Amazon が出版社と結んでいるエージェント契約が電子書籍価格を
高く設定しており，反競争的で，独占禁止法違反である可能性があるとして，両社を調
査していることを明らかにした。  







びず，2009 年に販売を終了している。そのリブリエの姉妹機種として 2006 年に Reader253
を北米市場で発売開始した（日本では，2010 年 12 月に発売開始）。電子書籍専用デバイス
は，通信機能を付加するとデバイスからのコンテンツが入手しやすくなり，それによって
ビジネスとして成功した。Reader は Kindle と同じような読書専用デバイスであるが，米
国における SONYReader は，Wi-Fi 内蔵の通信機能が付いているデイリーエディション
が販売されていた。日本ではこの通信機能付きのデイリーエディションが 2011 年 11 月に






チェーンである。バーンズ＆ノーブルは，Kindle 発売の 2 年後に，ヌック（nook）257を
                                                   
252 リブリエの閲覧可能なファイル形式は，ソニーが独自開発した BBeB（Broad Band 
eBook）であり，電子書籍配信サイト Timebook Town（ソニーが全額出資）より，60 日
間のレンタルという形式であった。コンテンツの少なさや，レンタル形式，独自のファイ
ル形式などが，生産終了の要因ではないかと考えられている。  
253 Reader <http://www.sony.jp/reader/>.[引用日：2011-12-23] 
254 紀伊国屋書店ウエブストアでは，電子書籍専用アプリとして Kinoppy <http://k-
kinoppy.jp/>.[引用日：2015-03-22]を用意し，デバイスの環境を選ばない方法で，販売拡
大を図っている。  




256 Barnes & Noble <http://www.barnesandnoble.com/>.[引用日：2011-12-23] 
257 Nook <http://www.barnesandnoble.com/nook/index.asp>.[引用日：2011-12-23]は，
液晶バックライト操作画面とコンテンツ表示の電子ペーパーを交互に見る仕様である。
2010 年後半からカラー液晶端末の nook Color を発売した。OS は Android である。対応
フォーマットは EPUB （プロテクトなしまたは Adobe DRM） ，PDF。その他文書が
XLS，DOC，PPT，PPS，TXT，DOCM. XLSM. PPTM. PPSX. PPSM. DOCX. XLX. 




発売している。また，デジタル戦略として，2009 年 3 月にフィクションワイズを買収，同
年 7 月，電子書籍サイトを立ち上げ，無料アプリ B&N eReader をリリース，書店内に無
料無線 LAN を配備し，店内でヌックから電子書籍をダウンロードできる環境を整えた。
2009 年 10 月，読書専用デバイスとしてヌックを販売した。バーンズ＆ノーブルはリアル
書店の強みを生かし，無線 LAN をはじめ，書店でさまざまな付加価値をつけながらヌッ
クを販売している。こうした，オンラインによる電子書籍の普及が一因となり，また，リ











籍が 2010 年の対前年比 164.4%と大幅な拡大傾向にある。電子書籍に次いで増えているの
が，オーディオブック（ダウンロード）の 38.8％である。さらに，1 年後の 2012 年 2 月
27 日のニュースによると，AAP に報告された米国出版社の収益の内，電子ブックは，2010
                                                   
258 リーマンショック：2007 年のサブプライムローン問題から，資産価格が暴落し，そ








260 The Association of American Publishers “Actual Reported sales” 
<http://www.publishers.org/press/24/>.[引用日：2014-11-27] AAP Publishers Report 
Strong Growth in Year-to-Year．Year-End Book Sales Wednesday。16 February 
2011 
261 インターネットメディア総合研究所『電子書籍ビジネス調査報告書 2011』インプレ
ス R&D インターネットメディア総合研究所 ,2011,p.211 
94 
 
年の 4 億 4630 万ドルと比較して 2011 年は 9 億 6990 万ドルの収益を上げ，伸び率は 117％
であった（図表 5.2-4）。しかし，2011 は印刷本の内，成人向きのハードカバーが 12 億 9320
万ドルとペーパーバックが 11 億 6560 万ドルの収益は，それぞれ－17.5%と－15.6%と下
落したとなっている。262そして，2014 年 4 月 2 日のニュースでは，電子書籍の収益は，
















                                                   
262 Publish Your Own Ebooks“Ebook Sales Up 117% In 2011”
<http://www.publishyourownebooks.com/ebook-sales-up-117-percent-in-2011/[引用日：
2014-12-02] 
263 THE BOOKSELLER “US e-book sales grew 3.8% in 2013, says AAP” 
Published April 2, 2014. By Lisa Campbell <http://www.thebookseller.com/news/us-e-
book-sales-grew-38-2013-says-aap>.[引用日：2011-12-2] 
264 出版年鑑編集部『出版年鑑』2014-1（資料・名簿） ,出版ユース社 ,2014,pp.339-349.
による出版点数の統計は，アメリカの統計年鑑『ライブラリー・アンド・ブックトレー
ド・オールマナック（The Library and Book Trade Almanac）』2013 年版に拠る。  
265 “Kindle Device Unit Sales Accelerate Each Month in Second Quarter; New $189 






調査対象：米国在住のKindleユーザ  ー 調査期間：2009年12月 N=425 
出典：電通総研「Kindleユーザー調査2010」 
年齢 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代以上 
割合 3.3% 24.5% 29.6% 17.4% 25.2% 
 
図表5.2-2 米国電子書籍市場規模の推移 
出典：AAP（The Association of American Publishers） 









2002 3,897.70 2.1 3,899.80 0.05% 
2003 3,838.30 6 3,844.30 0.16% 
2004 3,794.70 9.3 3,804.00 0.24% 
2005 5,058.50 16 5,074.50 0.32% 
2006 5,036.40 25.2 5,061.60 0.50% 
2007 5,457.90 31.7 5,489.60 0.58% 
2008 5,158.00 61.3 5,219.30 1.17% 
2009 5,127.10 169.5 5,296.60 3.20% 
2010 4,864.00 441.3 5,305.30 8.32% 











成人向けハードカバ  ー US$1,570.00  -5.10% 
成人向けペーパーバック US$1,380,0 -2.00% 
成人向け大衆書 US$673.50  -6.30% 
子供／青少年向け書籍 US$546.60  -5.70% 
オーディオブック（ダウンロード） US$81.90  38.80% 
オーディオブック（パッケージ） US$137.30  -6.30% 




図表5.2-4：“AAP Ebook Growth 2002-2011” 
出典：Publish Your Own EBooks “ 
http://www.publishyourownebooks.com/ebook-sales-up-117-percent-in-2011/ 
Year 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
$million 2.1 6 9.3 16 25.2 31.7 61.3 169.5 441.3 969.9 
 
図表5.2-5：米国の出版点数の推移 
出典：『出版年鑑』2014-1 （資料・名簿）出版ニュース社,2014  
  
2010年（最終） 2011年（最終） 2012年（中間） 
出版点数 形態別割合 出版点数 形態別割合 出版点数 形態別割合 
ハードカバ  ー 69,389 26.2% 69,132 18.4% 69,018 15.8% 
マスマーケット・ 
ペーパーバック 
4,430 1.7% 4,411 1.2% 4,283 1.0% 
トレード・ 
ペーパーバック 
110,977 41.8% 132,450 35.3% 128,904 29.6% 
オーディオブック 13,324 5.0% 13,400 3.6% 18,738 4.3% 
電子書籍 67,145 25.3% 155,979 41.6% 215,113 49.3% 
合計 265,265 100.0% 375,372 100.0% 436,056 100.0% 
 














                                                   
266 ニコラス・G・カー『ネット・バカ インターネットがわたしたちの脳にしているこ
と』篠木直子訳，青土社，2010，pp.142-143. 
267 [前掲]注 266，p.143. 


























図表 5.3-1 Kindle の購入動機・理由（複数回答）  
[電通総研「Kindle ユーザー調査 2010」を元に作成] 
                                                   






























を展開するには，1989 年から DTP（Desktop publishing）に取り組み，オンデマンド出
版などを可能にしてきたデジタル化技術を持ち，出版物のデジタルデータを持っている大



























                                                   
272 大日本印刷・NTT ドコモ・丸善 CHI ホールディングスの共同出資会社であるトゥ・
ディファクト  <http://www.2dfacto.co.jp/>.[引用日：2011-12-23]が運営する電子書籍販
売サイト honto <http://hon-to.jp/>.[引用日：2011-12-23]などがある。 




































されていくであろうと考えている。ボイジャーは，2011 年 12 月から Books in Browsers 
方式による新しい読書システム‘BinB（ビー イン ビー）’を公開し，電子書籍ストア‘BinB 
store’279をオープンしている。  
 ボイジャーの他にも，1995 年から運営している株式会社パピレスによる‘電子書店パピ
                                                   
275 ‘ボイジャー ’<http://www.voyager.co.jp/>.[引用日：2011-12-23] 
276 ‘理想書店’  <http://voyager-store.com/risohshoten>.[引用日：2011-12-23] 






279 ‘BinB store’ <http://binb-store.com/>.[引用日：2014-11-27] 
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レス’280がある。和書約 10 万点，洋書約 8 万点（2010 年現在）を揃えている。またこの
会社は，電子書籍のレンタルとして‘Renta!’281も運営している。 
 日本の電子書籍市場は，2010 年の電子書籍元年といわれた時を概観してみると，2010
年 3 月末時点（2009 年度）には約 574 億円（前年比 27.6％増）であり，同年出版界の総
売上額１兆 9750 億 1310 万円(同 3.2%減)，内訳は，書籍 8830 億 8170 万円（同 3,4%減），
雑誌 1 兆 919 億 3140 万円（同 3,1%減）である282。出版界の総売上額に占める電子書籍売
上額の割合は 2.9%である。書籍売上額に占める電子書籍売上額の割合は 6.5%である。前
述の米国における全書籍売上高に占める電子書籍の売上高の割合は，2009 年が 3.20%，
2010 年が 8.32%であり 2009 年だけを比べた場合，日本の方が電子書籍の売上高割合は高
くなっている。しかし，内容的には，日本の場合，携帯電話を中心とした，コミックの売




報告書 2014』283によると「日本の 2013 年度の電子書籍市場規模は前年比 28.3％増の
936 億円，電子雑誌を合わせた電子出版市場は 1,000 億円超え」（図表 5.4-1）となってお
り，この 4 年間で相当高い伸び率を示している。また，インプレスの市場予測では，
2013 年の図書と雑誌の合計が 1013 億円，2018 年には 3340 億円（予測）とされてお
り，2014 年以降の 5 年間で，3.3 倍の伸び率と予測されている。‘hon.jp’の日本国内で
配信される電子書籍・電子雑誌の推計（図表 5.4-2）284では，総配信タイトル数は，2014
年で 72 万点（内新たなプラットフォーム向け配信タイトル数 68 万点），2016 年度予測
で，120 万点（内新たなプラットフォーム向け配信タイトル数 120 万点）となってお
り，この 2 年間で総配信タイトルは 1.7 倍（内新たなプラットフォーム向け配信タイトル
数 1.8 倍）という伸び率予測であり，携帯電話向け等はなくなり，スマートフォン，タブ
                                                   
280 ‘電子書店パピレス’<http://www.papy.co.jp/>.[引用日：2011-12-23] 
281 ‘‘Renta!’ <http://renta.papy.co.jp/>.[引用日：2011-12-23] 
282 統計数値の出典は，『出版年鑑 2011 年版』（出版年鑑編集部編，出版ニュース社）で
ある。 
283 インプレス総合研究所 ,落合早苗『電子書籍ビジネス調査報告書 2014』インプレス総
合研究所,2014. 





によると，日本の電子書籍ストアの利用率は，2014 年 10 月時点で，図表 5.4-3 のとおり































電子書籍市場 729 936 1,250 1,640 2,060 2,420 2,790 
電子雑誌市場 39 77 140 240 350 450 550 
合計 768 1,013 1,390 1,880 2,410 2,870 3,340 
 
  
                                                   































総配信タイトル数 15 22 26 38 60 72 92 120 
うち新たなプラットフォー
ム向け配信タイトル数 
0 0 8 27 45 68 90 120 
 
図表5.4-3：電子書籍ストアの利用率 
出典：「電子書籍ストアの利用率，楽天 kobo が Kindle をわずかに上回る：ICT 総研調査（2014/10/16 
17:06）」 









Reader Store 3.4% 
LINEマガジン 2.9% 






5.5 電子書籍の一般認知度と利用状況  




2）でみると，2012 年から 2014 年の経年変化で，パソコンからスマートフォンに変わっ
てきており，電子書籍専用端末は，他のアプリケーションの汎用性に欠けるため，約 18%
の利用率である。 






者と比較してみたい。図表の 5.5-3 と 5.5-4 は，限定的で特殊な集団からの抽出ではある
が，国立国会図書館職員向けにアンケート調査をした結果である287。電子書籍の購入金額
では，無料というのが 71.4％と 7 割を超えて圧倒的に無料のコンテンツ利用が多い。ネッ
トワークのコンテンツは無料なら利用するという傾向が強いようである。そして，1,050 円





















                                                   
287 [前掲]注 30，実施方法：ウェブで実施，実施期間は 10 月 22 日～11 月 5 日，対象職






























                                                   
288 野村総合研究所情報通信コンサルティング部編『これから情報・通信市場で何が起こ










    (単位：%） 
  2011年 2012年 2013年 2014年 
有料の電子書籍利用者 3.8 3.9 7.9 10.4 
無料の電子書籍のみの利用者 14.1 11.0 15.0 15.6 
知っているが利用したことはない 73.1 67.2 65.5 64.5 














スマートフォン 37.7 51.8 54 
タブレット 24.6 34.8 46 
パソコン 49.3 33.8 32.8 
電子書籍専用端末 9 18.2 18.1 
フィーチャーフォン 11.3 9.3 4.1 
その他 0.1 0.5 1.4 
 
図表：5.5-3電子書籍の購入（金額過去1年間） 




















保管に場所をとらない 18.9  暗いところでもよめる 2.2 
検索できる 13.7  人目を気にせず買える 2.2 
いつでもどこでも読める 10.8  片手で読める 1.9 
ごみがでない 8.9  書き下ろしが読める 1.6 
紙の書籍より安い 7.3  新刊情報が得られる 0.8 
いつでもどこでも買える 6.2  ランキング情報が得られる 0.5 
品切れがない 5.7  フルカラーで読める 0.3 
持ち運びしやすい 5.4  最新のベストセラーを買える 0 
過去の名作を買える 5.1  コミュニティ機能がある 0 
文字を大きくできる 2.7  その他 3.5 










公共貸与権289の登録によって，2015 年 6 月までの登録で 2016 年度から支払いが発生する















6.1 米国におけるデジタル資料の著作権問題  
著作権者側の利害は米国においても同じことであり，グーグルの電子書籍販売戦略の端
緒は，2004 年から始まったグーグル・プリント（現在は Google Bookｓ（グーグル・ブッ
クス））であろう。米国における著作権のフェアユース的考え方によるグーグルの事業「ラ
                                                   
289 UK PLR extended to audio-books and onsite loans of ebooks 
<http://www.plr.uk.com/allaboutplr/news/UpdateAudioEbooks.pdf>.[引用日:2014-09-
01] 
290 「電子図書館がたった 12 館：遅れる日本の電子書籍サービス」(Business 










セス権を売る形態となっている。このグーグル・ブックスに関わる訴訟で，2008 年 10 月
のグーグル・ブックス和解案では，著作権保持者または作家が，自著についての全収益の
63%を受け取ることになっていた。  
しかし，この「Google の書籍全文検索サービス「Google Book Search（Google Books）」
をめぐり，Google と米国の作家団体 Authors Guild などが合意した集団訴訟の和解案に
ついて，米ニューヨーク南地区連邦地方裁判所の Denny Chin 判事は米国時間 2011 年 3





る」との考えも示した。」292米国の作家団体 Authors Guild293と AAP が起こした集団訴訟
で，2008 年 10 月，Google が一定の金額を払うことなどを条件に両者は和解294したが，そ
                                                   
291 「ライブラリー・プロジェクト」
<http://www.google.co.jp/googlebooks/library.html>.[引用日：2011-12-23]この時点で






292 ITpro（Nikkei BP net）2011.3.23，「Google Books めぐる集団訴訟，連邦地裁が修
正和解案を認めず」<http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20110323/358605/>.[引用
日：2011-12-23] 








2011 年 7 月 19 日，Google Book Search 和解当事者たちから状況ヒアリングを行なった




Authors Guild は，2011 年 12 月 12 日，クラスアクション当事者確認申請書296を米ニュ
ーヨーク連邦地裁に提出したが，ここに AAP は加わっていないようである297。2012 年，
AAP と Google との間で和解が成立。和解内容は，Google は図書館資料のデジタル化を実
施できるが，米国の出版社が希望すればデジタル化された図書をから削除することができ
るという，いわゆるオプトアウト 298は変わっていない。Google と米国の著作者団体
Authors Guild との間で争われていた訴訟で，2013 年 11 月，裁判所は，Google ブックス















297 記事の出典：hon.jp Day Watch 2011-12-14 09:43:37「Google Book Search 裁判が再
開，米作家団体 The Authors Guild が当事者確認書類を裁判所に提出」
<http://hon.jp/news/1.0/0/2959/>.[引用日：2011-12-28] 
「Google ブックスをめぐる訴訟，再開に向けた動きが始まる」カレントアウェアネス・
ポータル 2011 年 12 月 28 日，http://current.ndl.go.jp/node/19836[引用日：2011-12-28] 



























ておらず，個別の権利制限規定を手掛かりに考えるほかはない。著作権法 35 条第 2 項等
の規定をのぞき，公衆送信権（米国には存在しない）の時代に見合った公共的な権利制限
についても，法改正が必要とされる。 




301 [前掲]注 299，pp.15-16，名和がここでいう著作権 1.0 とは 19 世紀末の知的環境が色
濃くしみついたベルヌ条約の概念を指す。この著作のタイトルでもある著作権 2.0 は，グ
ーグルがオプトアウトという方法で，現行著作権法の組み換えを要求してきたことに対し
て，この新しい方法を，ウェブ 2.0 にならって，こう呼んだ。  
302 ローレンス・レッシグ（Lawrence Lessig）『CODE：インターネットの合法・違法・
プライバシー』山形浩生・柏木亮二訳  翔泳社,2001.（原著：Lawrence Lessig “Code 
and Other Laws of Cyberspace”Basic Books,2000.）同著者『CODE VERSION2.0』山











いわれる，‘All rights reserved’と‘public domain’の中間的な存在である‘Some rights 
reserved’を規定している。クリエイティブ・コモンズ・ライセンスには図表 6.2-1（出典：
CreativeCommonsJapan ホームページ「クリエイティブ・コモンズ・ライセンスとは（CC
ライセンスの種類）」304）の 6 種類が規定されている。  
 
  











































6.2.1 CC ライセンスの特徴  
















6.2.2 CC ライセンスの付与状況  
2014 年にクリエイティブ・コモンズのライセンス付与状況が‘State of the Commons’
305で発表された。それによると，CC ライセンスは，2006 年が 50 万件，2010 年が 400 万
件，2014 年が 882 万件と増加傾向にある。さらにライセンスごとの統計では，CC0: 4%，
CC BY: 19%，CC BY-SA: 33%，CC BY-ND: 2%，CC BY-NC: 4%，CC BY-NC-SA: 16%，
CC BY-NC-ND: 22%となっている。CC を付与した出版状況の大陸別の割合としては，北
米 37%，ヨーロッパ 34%，アジア・太平洋 16%，南米 10%，アラブ諸国 2%，アフリカ 1%
となっており，やはり，北米が最も多く，次いでヨーロッパとなっている。  
 
6.2.3 日本における CC ライセンスの活用  
日本においては，2008 年に知的財産戦略本部から「知的財産推進計画 2008：世界を睨






                                                   
305 ‘State of the Commons’ <https://stateof.creativecommons.org/report/>.[引用
日：2011-12-23] 
306 知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2008：世界を睨んだ知財戦略の強化」（2008
年 6 月 18 日）,p.74 . <http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/2008keikaku.pdf>.[引









目立つようになってきている。また，文化庁は，2007 年から 2010 年にかけ，独自のライ
センス「CLIP システム」の策定を検討してきたが，その普及の可能性が低いと判断し，
2013 年 3 月 26 日の第 8 回コンテンツ流通促進シンポジウム『著作物の公開利用ルールの
未来』において，クリエイティブ・コモンズ・ライセンスを支援していくとし，今後，連
携を進めていくとしている307。また，2013 年 1 月 28 日に，経済産業省はオープンデータ
を実現していくための実証用サイト「Open DATA METI」（β 版） 308を公開した。経済産
業省はこのサイトで，白書や統計データなどをクリエイティブ・コモンズ・ライセンスで
公開しており，統計が，CC-BY 表示（EXCEL 形式），白書が，CC-BY-ND：表示 – 改




                                                   
307 文化庁第 8 回コンテンツ流通促進シンポジウム『著作物の公開利用ルールの未来』
<http://www.bunka.go.jp/Chosakuken/seminar/contents_sympo8/index.html>.[引用
日：2014 -12-11]  
308 「Open DATA METI」（β 版） <http://datameti.go.jp>.[引用日：2014 -12-11] 
309 オープン・ガバメントは，政府が持っている情報をオープンにし国民に還元していこ
うとする動きであり，2009 年のオバマ大統領の提唱した政策のオープン・ガバメント・
イニシアティブ“Open Government Initiative” 
<http://www.whitehouse.gov/open>.[引用日：2014 -12-11] があり，また，国際的イニ
シアティブのオープン・ガバメント・パートナーシップ“Open Government 





















導入までには，ヨーロッパ諸国で 20 年から 90 年を要しているため，複雑な制度設計とか













1992 年 11 月 19 日の欧州理事会指令」Council Directive 92/100/EEC of 19 November 
1992 on rental right and lending right and on certain rights related to copyright in 













6.3.2 公貸権制度導入の国際的評価  
公貸権制度の導入について，国際図書館連盟（ International Federation of Library 
Associations and Institutions：以下 IFLA と記述）著作権等法的問題委員会（Committee 















                                                   
314 Committee on Copyright and other Legal Matters (CLM) The IFLA Position on  
Public Lending Right <http://archive.ifla.org/III/clm/p1/PublicLendingRigh.htm>.[引
用日：2011-12-23] 「公貸権に関する IFLA の立場」（カレントアウェアネス-E No.57 
2005.4.20） <http://current.ndl.go.jp/e318>.[引用日：2011-12-23] 
















                                                   

























て，2010 年の「デジタル経済法」（Digital Economy Act 2010）との関わりから電子書籍
における公貸権制度の問題，リーマンショック後の公貸権制度の財源である中央基金の補





























                                                   
318 南はこの原因として，「図書館における貸出しと著作者や出版社の経済的利益の損失
との因果関係に対する疑問や，制度が導入された際の業務増大への不安感，財政的な影響
および支出の困難さを解決する必要があったためではないか」（  [前掲]注 310 『現代の
図書館』40（4）2002.12，pp.218-219）と分析している。  
319 著作者人格権には，公表権（著作権法第 18 条），氏名表示権（同法第 19 条），同一性















約 5％であり，裏返すと約 95％は新刊書ではない。しかも，2 週間貸出，予約の取り置き







                                                   
320 「本が売れぬのは図書館のせい？ 新刊貸し出し「待った」」（朝日新聞 DIGITAL 












新刊とするもの 2015年1月以降が発行年月のもの   
全体合計 うち個人利用者  
上記条件での貸出総数 356,894 350,707  
上記条件での新刊貸出数 18,049 17,992    
   






 この章では，国立国会図書館の電子図書館構想について考えていく。  
 2009 年度の補正予算により国立国会図書館の資料電子化が大きく進むこととなる。そ
れまでに，国立国会図書館が歩んできた電子図書館構想における資料電子化に焦点を絞り，













ブリュッセルで開催され，G7 電子図書館プロジェクト323が始まり，同年の IT 市場では，
Windows95 が発売されている。インターネットがこれを境に日本において一般家庭に急
速に普及し始めた。その前年 1994 年の IPA の実証実験プロジェクトは，こうしたネット
ワーク社会の到来を見越し，情報のネットワーク共有の準備をしていたといえる。大学図
                                                   
321 IPA（情報処理推進機構）<http://www.ipa.go.jp/>.[引用日：2011-12-23]2004 年 1 月
5 日に設立された独立行政法人情報処理推進機構（Information-technology Promotion 
Agency。Japan）が情報処理振興事業協会の業務等を承継  
322 DLI（Digital Libraries Initiative）< http://memory.loc.gov/ammem/dli2/ >[引用
日：2014-11-27] 
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7.2 国立国会図書館の電子図書館構築の流れ  
国立国会図書館は，1996 年度に「電子図書館構想策定のための作業指針」（平成 8 年 10 




が策定された。さらに，1999 年 2 月に，納本制度調査会から国立国会図書館長へ「21 世
紀を展望した我が国の納本制度の在り方：電子出版物を中心に」328という答申が出されて





ついての議論が一定まとめられ，2010 年 6 月 7 日，第 19 回納本制度審議会において，「オ























タルライブラリー’が提供開始されている。2003 年のユネスコ第 32 回総会335において
「デジタル遺産の保存に関する憲章（Charter on the Preservation of the Digital 
Heritage）」336が採択されたことを背景に，各国がデジタル情報の保存を喫緊の課題とす
                                                   
329 「オンライン資料の収集に関する制度の在り方について」
<http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/data/s_toushin_5.pdf>.[引用日：2011-12-23] 




331 マイグレーションとは，プログラムやデータの移行，変換作業のことである。  
332 「電子図書館サービス実施基本計画」
<http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/elib_standardproject.html>.[引用日：2011-12-23] 
333 ‘貴重書画像データベース’は 2011 年 4 月 4 日から‘国立国会図書館デジタルコレ
クション 古典籍資料（貴重資料等）’  <http://dl.ndl.go.jp/#classic>.[引用日：2015-03-
16] に移行された。  
334 ‘絵本ギャラリー’  <http://www.kodomo.go.jp/gallery/>.[引用日：2015-03-16] 
335 ユネスコ第 32 回総会
<http://unesdoc.unesco.org/images/0013/001331/133171e.pdf#page=80>.[引用日：
2011-12-23] 










規模な資料の電子化事業として，2009 年，国立国会図書館蔵書の電子化に 125 億 9800 万
円の補正予算が措置された。この予算額は，それまでの 2000 年度から 2009 年度当初予算
までの 10 年間の合計約 14 億円の電子化予算に比べると，急激な増額であった（図表 7.2-









った。すなわち，この国立国会図書館の 125 億 9800 万円の補正予算の使い道の目的には，
そうした雇用創生ということも含まれていたのである。  
こうした大規模なデジタル化ののち，インターネットで検索できる‘国立国会図書館デ
ジタルコレクション’340は，2014 年 11 月 27 日現在で 917,838 件に達している。 
 
  
                                                   
337 「国立国会図書館中期計画 2004」
<http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/elib_plan2004.html>.[引用日：2011-12-23] 2004 年




339労働力調査（基本集計）  平成 26 年（2014 年）9 月分 （2014 年 10 月 31 日公表）
<http://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/index.htm>.[引用日：2014-11-27] 












予算 1.1 1.5 2.3 2.5 1.3 0.4 2.3 0.8 1.3 1.3 126 
 
























































343 高須次郎「電子納本と長尾国立国会図書館長構想の問題点」『新文化』第 2872 号，
2011.2.3. 









立国会図書館は，2010 年 1 月施行の著作権法改正前に，「資料デジタル化及び利用に
係る関係者協議会」を開催し，その第一次合意事項（国図企 090319001 号 2009 








                                                   
345 出版流通対策協議会（略称・流対協）<http://ryuutai.com/>.[引用日：2011-12-23]
は，1978 年末，公正取引委員会の橋口委員長が「本の再販制廃止」発言をしたことに対
して，反対の意思表示をした出版社 80 社によって，1979 年 1 月に結成され，①出版再
販制度の擁護，②差別取引の解消，③小規模出版の流通確保，という三つの活動方針を掲
げている。2011 年現在 98 社が会員である。  








































という電子書籍専用リーダーを発売したが，2007 年に撤退した。そして，2010 年が 4 度
目である。 









理解として，連携を図ったのである。三省懇は，2010 年 6 月に報告書352を出している。
                                                   
349 「電子書籍コンソーシアム」  <http://www.ebj.gr.jp/>.[引用日：2011-12-23] eBOOK 





351 文部科学省「学校教育の情報化に関する懇談会（第 10 回）」における配布資料「デジ
タル教科書・教材，情報端末ＷＧ  検討のまとめ」2011.2.4. 
<http://jukugi.mext.go.jp/archive/468.pdf>.[引用日：2011-12-23]参考文献として，中村
伊知哉『デジタル教科書革命』ソフトバンククリエイティブ，2010.10。伊勢呂裕史「主
な国のデジタル教科書・教材の動向  （特集 日本の情報教育の現状と課題）」『教育展望』  
57（9）。2011.10，pp.40-44.などがある。  





















境整備事業（新 ICT 利活用サービス創出支援事業）354が 2010 年 8 月 27 日より開始され
ている。前述した鎌倉市における電子図書館プロジェクトもその一環である。  







サービスの高度化に向けた実証実験の実施という 8 項目が示されている。  















開催され，2011 年 12 月 21 日に報告356を出している。  
欧米，中国，韓国では，世界的なクラウドコンピューティングの流れの中で，インフラ








ングによるビジネスモデル357である。クラウド型電子書籍としては，2011 年 1 月に，凸
版印刷がインテルの協力により，トッパングループ  株式会社ビットウェイの子会社とし
て，株式会社 BookLive を設立し，同年 2 月に「BookLive！」358をオープンした。デバイ
ス環境に応じたビューワーソフト BookLiveReader をダウンロードし，購入した電子書籍
は，BookLive! が提供する「My 書庫」で管理される。こうしたクラウド型の電子書籍へ
                                                   
355 「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」
<http://www.bunka.go.jp/bunkashingikai/kondankaitou/denshishoseki/index.html>.[
























などが，新たな IT 戦略を 2008 年ごろから打ち出してきた。日本は 2000 年ごろから光通
信網の整備が進んでおり， e-Japan 戦略359を早くに打ち出した。そして，高度情報通信ネ
ットワーク社会の形成に関し，基本理念及び施策の策定に関わる基本方針を定めるため，
「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（「IT 基本法」）」360が 2000 年 11 月 29 日に
成立し，2001 年 1 月，内閣に「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本
部）」361が設置された。しかし内実は，NTT などの民間主導でブロードバンドによるデジ
タル・ネットワーク化が進んでいくこととなる。そして，2006 年 1 月 18 日の「IT 新改革
戦略」362に取り組もうとしたが，その後，短命内閣が続いた。この状況を関口和一は，「こ
の間，政府の IT 戦略を担う  IT 担当の特命大臣の顔ぶれもころころと替わった。2000 年







10 月から「グローバル時代における ICT 政策に関するタスクフォース」でこの構想の実
現に向けた議論を進めてきた。そして，2010 年 5 月 18 日に，『「光の道」構想実現に向け
                                                   
359 E-Japan 戦略は，2004 年に u-Japan 政策へ移行し，「ユビキタスネットワーク整
備」，「ICT 利活用の高度化」，「安心·安全な利用環境の整備」という 3 つの方向性を打ち













て：基本的方向性』364を打ち出した。その議論の中で，FTTH（Fiber To The Home）365
の技術を想定し，2015 年を目途に，すべての世帯にブロードバンドサービス利用を実現さ








をベースに，全世帯の FTTH 普及を目指すことになる。  
また，モバイル端末の普及のためには，移動通信システムの通信インフラ整備の拡大が
必要である。例えば，大容量のブロードバンド通信を実現させた UQ コミュニケーション
ズによる WiMAX（ワイマックス，Worldwide Interoperability for Microwave Access：
2.5GH 帯利用）368や，公衆無線 LAN（Wi-Fi（ワイファイ，wireless fidelity））369，イー















367 2010 年からは，第 3.9 世代移動通信システム（「IMT-2000」規格を高度化したもの）
の契約が出てきており，モバイル WiMAX や LTE などこれに該当する。デジタル方式の
携帯電話やその通信方式である。さらに，次世代の 4G（第 4 世代の無線移動体通信）も
普及しだしている。LTE-Advanced，WiMAX 2 が該当する。  
368 WiMAX <http://www.uqwimax.jp/service/wimax/>.[引用日：2011-12-23] 
369 無線 LAN を利用したインターネットへの接続サービスを利用できる場所，ホットス
ポット，アクセスポイントとも呼ばれ，鉄道駅や空港，ホテル，喫茶店やファストフード
などの飲食店などがそのポイントとなる。公共施設でも提供しているところがある。フレ












（年末） 合計 FTTH DSL CATV FWA BWA 3.9G 
平成16  1,869 243 1,333 290 3 0   
17 2,238 463 1,448 325 2 0   
18 2,574 793 1,424 357 1 0   
19 2,875 1,215 1,271 387 1 0   
20 3,033 1,502 1,118 411 1 1   
21 3,302 1,780 974 531 1 15   
22 3,494 2,022 820 567 1 81 3 
23 3,953 2,230 670 591 1 230 230 
24 6,099 2,385 542 601 1 531 2,037 
25年度末 8,973 2,535 447 602 1 746 4,641 
 
8.3 通信規制の問題  
スマートフォンなど，3G/LTE 回線で通信できる  iPhone・iPad についても，2014 年現






                                                   
（NTT コミュニケーションズ），BB モバイルポイント（ソフトバンクテレコム），ソフ
トバンク Wi-Fi スポット（ソフトバンクモバイル），livedoor Wireless（ライブドア），
Wi2 300（ワイヤ・アンド・ワイヤレス），eo モバイル（ケイ・オプティコム），UQ Wi-
Fi（UQ コミュニケーションズ），au Wi-Fi SPOT（KDDI／沖縄セルラー電話）などが有
料でサービスを提供している。  


















て，米国では議会図書館（The Library of Congress：LC），日本では国立国会図書館に
よる資料デジタル化政策によるイニシアチブが重要な課題となる。 
資料のデジタル化については，歴史的資料を中心に，LC では，電子図書館事業（National 






る法律」（平成 24（2012）年法律第 43 号。平成 24 年 6 月 27 日公布）372が，2013 年 1 月
1 日に施行され，絶版等で入手困難な資料を全国の図書館等に送信することが，2014 年 1
月からできるようになる。絶版などの入手困難な資料という条件付きであることは，やは
り，著作権側との交渉の結果（蔵書のデジタル化も，目次以外は画像という取り決めも交
                                                   





















                                                   
373 国立国会図書館は，2010 年 1 月施行の著作権法改正前に，「資料デジタル化及び
利用に係る関係者協議会」を開催し，その第一次合意事項（国図企 090319001 号 











































8.6 電子書籍の規格フォーマットの問題  














規格としては， EPUB（ Electronic PUBlication ）は，国際電子出版フォーラム
（International Digital Publishing Forum, IDPF376）が普及促進しているフォーマット
の規格で，デファクトスタンダード（de facto standard）であり，デジュレスタンダード
（de jure standard）377ではないが，世界的に電子書籍市場のフォーマットは EPUB に収





のである。しかし，EPUB の中身は，ウエブページである  XHTML（Extensible HyperText 
Markup Language）と CSS（Cascading Style Sheets）であり，それに目次データとメタ
データを合わせて ZIP で圧縮したものである。2010 年からは，次世代の出版コンテンツ
の模索が始まっている。それは，いわゆる「リッチ・メディア」のコンテンツの実現であ
り， HTML5 形式を使った電子書籍である。基本的に，Web ブラウザを搭載したデバイス









8.7 電子書籍流通に関する会議での利害調整の問題点  
出版流通対策協議会は，「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議（第 11 回）」
                                                   





378 EPUB3.0 <http://idpf.org/epub/30>.[引用日：2011-12-23] 
141 
 



































9.1.1 電子書籍の流通が内包する問題点  
糸賀は，「コンテンツ強化専門調査会（第 5 回）」381（資料 2-6）の中で，「Contents（最
新刊は市場に任せる，図書館は絶版・品切れの良質出版文化を支える）Cost（経費を誰が
いくらで負担するのか。電子書籍は外部サーバーに蓄積されたデータにアクセスする限り
「図書館資料」（図書館法第 3 条）とは言えないから，「無料原則」（図書館法第 17 条）が
適用されないと解釈できる）Copyright（電子書籍は「貸出し」といっても，「貸与」（著作
権法第 38 条 4 項）ではなく，「公衆送信」（同第 23 条）に該当するから権利者の許諾が必





その例が，「Alice in wonder land iPad」383であり，「歌うクジラ」電子版384であり，「死ね
                                                   
381 「コンテンツ強化専門調査会（第 5 回）」
<http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/contents_kyouka/2011/dai5/gijirok
u.html>.[引用日：2011-12-23] コンテンツ強化専門調査会（第 5 回）議事録担当府省：




383 「Alice in wonder land iPad」<http://itunes.apple.com/us/app/alice-for-the-
ipad/id354537426?mt=8#[引用日：2011-12-23] 









































































































































 「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」（第 12 回）387において出された案
件のパブリックコメント388が実施され，「『デジタル・ネットワーク社会における図書館と









                                                   
387 「電子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」（第 12 回）
<http://www.bunka.go.jp/bunkashingikai/kondankaitou/denshishoseki/12/index.html





pdf>.[引用日：2011-12-23]募集期間：2011 年 9 月 26 日～2011 年 10 月 14 日 
389 「『デジタル・ネットワーク社会における図書館と公共サービスのあり方に関する事













9.2 公立図書館での電子書籍提供拡大の可能性  
米国が日本と大きく違うところは，インセンティブの磁場の強さである。2013 年 10























                                                   


























10. デジタル・ネットワーク環境を活用した双方向の図書館サービスへの転換  
10.1 公立図書館の“learning web”事業 
公立図書館における web を活用した事業は，ホームページから一方向発信型の情報提供
である。また，双方向型として，Facebook などの SNS を利用した情報発信も実施されて
いるが，東京都立図書館の例を見れば，投稿などへの返信には対応していない391。一般の
人を対象にした（もちろん学生も含んで誰でも）E-learning は，OCLC のレポート“At a 








Thrun），デイビッド・ステーブンズ（David Stavens），およびマイク・ソコルスキ （ーMike 
Sokolsky）により設立された営利教育的組織である。Coursera は，スタンフォード大学コ
ンピュータサイエンス教授，アンドリュー・ネグ（Andrew Ng）とダフニー・コーラー
（Daphne Koller）によって創立された教育技術の営利団体である。2013 年 2 月に東京大
学と大規模公開オンライン講座（MOOC）配信に関する協定を締結している397。東京大学
は 2013 年秋に実証実験として，英語による講義で，「戦争と平和の条件（Conditions of 
                                                   




393 MOOC <http://mooc.org/>.[引用日:2014-11-27]  MOOC の東京大学での実証実験論
文に，荒優,藤本徹,一色裕里 ,山内 祐平「MOOC 実証実験の結果と分析：  東京大学の
2013 年の取り組みから」『東京大学大学院情報学環紀要 情報学研究』No.8,東京大
学,2014,p83-100 がある。 
394 Udacity <https://www.udacity.com/>.[引用日:2014-11-27] 
395 Coursera <https://www.coursera.org/>.[引用日:2014-11-27]スタンフォード大学コン
ピュータサイエンス教授 Andrew Ng と Daphne Koller によって創立された教育技術の営
利団体 





War and Peace）」と，カブリ数物連携宇宙研究機構  機構長・特任教授  村山斉による「ビ
ッグバンからダークエネルギーまで（From the Big Bang to Dark Energy）」を配信して
いる。edX は，マサチューセッツ工科大学とハーバード大学によって創立された。ハーバ
ード大学のマイケル・サンデル教授の（Michael J. Sandel）“Justice”もここで講座を開






る。しかし，この大学の単位認定については，ACE(American Council on Education：米






2014 年 7 月，アカデミック・リソース・ガイド株式会社は，指宿市立指宿図書館とくま
もと森都心プラザ図書館と共同で MOOC の試験提供を開始している。MOOC のプラット
フォームには， gacco400を採用している。個の試験提供の規格は，学習のために，大学等
が近隣になく，講義を身近で受けられない環境にあるケースでは，こうした遠隔の E-
learning が有効な手段と考えられて実施されたものである。  
こうした，講義の無料配信は，公立図書館も可能であり，特に地域文化の動画配信，地
                                                   
398 コロラド州のオンライン大学  Colorado State University-Global Campus が，
Udacity のコースを完了した学生に対し単位与えているが，MOOCs の講義を授業内容に
活用しようというのが，大半である。  






























                                                   
























                                                   
（<http://www.mlit.go.jp/crd/daisei/telework/guidebook/guidebook_gaiyou.pdf>.[引用
日:2014-11-27] (概要版)）を出している。  
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11. 能動的図書館サービスの展開（図書館 2.0）と地域産業の活性化 
11.1 地域産業活性化のための図書館の役割  
失われた 20 年のデフレ経済からの脱却を旗印に，2013 年，いわゆるアベノミクスの第
三の矢の一つとして，「産業競争力強化法」が公布され，2016 年 1 月 20 日に施行された
405。まず，ここで指摘されているのが，2012 年度の開業率の統計で，日本 4.6％，フラン










































11.2 公立図書館のメイカー・スペース  
米国におけるメイカースペースの目的の一つとして，ヤングアダルトへの学習スペース，
モノづくり学習，科学教育という側面がある。ヤングアダルト図書館サービス協会（Young 
Adult Library Service Association（YALSA））は，図書館のメイカースペースのための手
引書‘Making in the Library Toolkit410’（2014）を 3 月 9 日から 15 日の期間提供した。
そのヤングアダルトへの科学技術関連の学習機会の提供ということが主な目的である。い
わゆるハッカースペースでは，コンピュータのプログラミングから，デジタル伝送システ
ムとしての 3D プリンタの使い方に至るまで，ヤングアダルト向けに情報提供している。  
米国ではこうしたメイカースペースが，公共図書館において普及している。早くは，2011
年のナショナル・パブリック・ラジオ（npr：National Public Radio）の記事411でも紹介
されているが，アレンカウンティ公共図書館（The Allen County Public Library）412の南






411 “Libraries Make Room For High-Tech 'Hackerspaces'” December 10, 2011. 
National Public Radio <http://www.npr.org/2011/12/10/143401182/libraries-make-
room-for-high-tech-hackerspaces>.[引用日:2014-11-27]記事によると，ライブラリーデ
ィレクター“Library director”のジェフ・クルル“Jeff Krull”は，図書館は，“the 
learning business and the exploration business and the expand-your-mind business,”
を提供するとしている。 




ンティ公共図書館は，TekVenture と，1 年間（2014 年現在も継続中）その駐車場で動作

















要課題となっている。デトロイト公共図書館における HYPE ティーンセンター内の HYPE 
Makerspac における取組は，デトロイトの都市が抱える問題の解決の一助となり得る可能
性があり，次世代を担うティーンの育成を目指している。  
                                                   
11-27] 






415 ‘HYPE Makerspace’ < http://www.detroitpubliclibrary.org/hype/hype-
makerspace>.[引用日:2015 -11-20] 
416 米ミシガン州の連邦裁判所は，財政破綻したデトロイト市の再建計画を，2014 年 11





学 Gardner-Harvey Library の図書館長，John Burke によって 2013 年 10 から 11 月に
実施された web 調査である。417回答者の 41%は，メイカースペースを現在提供している，
36%が計画している。メイカースペースの資金調達方法として，図書館予算 36%，補助金
29%，寄付金 14%，母体からの追加融資 11%，現地投資家などから 11％となっている。  















                                                   
417 “Library Journal” August 25, 2014 <http://www.infodocket.com/2013/12/16/results-
of-makerspaces-in-libraries-study-released/>.[引用日:2014-11-27] その中で利用され
ている Top15 は，Computer workstations  67%，3D printing 46%，Photo editing 
45%，Video editing 43%，Computer programming/software 39%，Art and crafts 
37%，Scanning photos to digital 36%，Creating a website or online portfolio 34%，
Digital music recording 33，3D modeling 31%，Arduino/Raspberry Pi 30%，Other 
30% (included knitting, Legos, etc.)，Animation 28%，High quality scanner 28%，
Tinkering 26%である。  
418 ALA News “American Library Association supports makerspaces in libraries” 
2014.6.13. <http://www.ala.org/news/press-releases/2014/06/american-library-
association-supports-makerspaces-libraries>.[引用日:2014-11-27] 









2008 年から 2011 年にかけて，低価格の個人用 3D プリンタが開発され，普及の兆しを
見せ始めた 2011 年に，米国ニューヨーク州の公共図書館 Fayetteville Free Library が，
3D プリンタを利用者が使える作業スペースを開設した。421この 3D プリンタの世界的市
場予測が，図表 11.2-4 のとおりの伸び率で，2017 年には出荷台数が 31 万 5 千台，売上額
















「世界 3D プリンター市場予測を発表」（2014 年 1 月 9 日 IDC Japan 株式会社）
<http://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20140109Apr.html>.[引用日:2014-11-27]この
データソースは「Worldwide 3D Printer 2012-2017 Forecast and Vendor Shares」（IDC 
#244304）である。 
423 米国の公共図書館での FabLab の設置の動向は依田紀久「様々な創作活動を育む場
所：メイカースペースを公共図書館に」（カレントアウェアネス -E No.229 2012.12.28 
E1378）に紹介されている。このレポートの中で，ウェストポート公共図書館の「メイカ
ーフェア」，メイカースペースをテーマとした連続ウェビナーの紹介，デトロイト公共図




424 FabLab JAPAN <http://fablabjapan.org/>.[引用日:2014-11-27] 
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日本の公共図書館では，2015 年 8 月に塩尻市立図書館（えんぱーく）で，「3D プリンタ
ー体験講座」を開催425，山中湖情報創造館 mmc（マルチメディアコーナー）では 3D プリ
ンタを導入し，さまざまな催しなどで活用されている426。 




















                                                   
425「長野県の塩尻市立図書館，3D プリンターを導入し，体験イベントを開催」  
<http://current.ndl.go.jp/node/29067>.[引用日:2015-11-01] 
426 プレスリリース 2015 年 8 月 14 日「 山中湖情報創造館  mmc（マルチメディアコー
ナー）に， 3D プリンターを導入しました。」  <http://www.lib-
yamanakako.jp/_userdata/press20150814.pdf>.[引用日:2015-11-01] 
427 FUJI xerox「国内初  「電子書籍出版システム」新発売」
<http://news.fujixerox.co.jp/news/2011/1031_e_book/>.[引用日:2014-11-27] 
428  「広島大学図書館における Espresso Book Machine の導入」（カレントアウェアネ























図表11.2-2：デトロイト公共図書館の‘HYPE Makerspace’  





出典：Maiker Fair Detroit July25-26 2015 
http://www.makerfairedetroit.com/2013/02/22/tinker-hack-and-invent-with-hype-and-mt-elliott-
makerspaces/ 











11.3 ビッグデータの利活用  
11.3.1 ビッグデータについて  
図書館における個人データの取り扱いは，個人情報に内包された，貸出履歴から個人の












（OSM の活動では，震災の 8 時間後に災害マップを作成など）が非常に役立ったという
例がある。429これらのデータを公立図書館のサイトをワンストップサービスとして情報収























                                                   
11-27]）のホームページによると「道路地図などの地理情報データを誰でも利用できるよ
う，フリーの地理情報データを作成することを目的としたプロジェクト」である。また，
東日本大震災後の活動分析として，早川知道 ,伊藤孝行「日本の OpenStreetMap のコミュ































433 オープンアクセスに関する JST の方
<http://www.jst.go.jp/pr/intro/pdf/policy_openaccess.pdf>.[引用日:2014-11-27] 
434 McKinsey Global Institute「Big data: The next frontier forinnovation, 
competition, and productivity」 
<http://www.mckinsey.com/insights/business_technology/big_data_the_next_frontier_f
or_innovation>.[引用日：2014-12-18]. 
435 スタンフォード大学図書館長の Michael A. Keller（マイケル・ケラー）による，



















United Stats 24.73 8.11 Czech Republic 0.95 9.21 
China 17.41 1.31 Bulgaria 0.92 12.15 
India 13.27 1.12 Switzerland 0.76 9.93 
Russia 12.3 8.66 Portugal 0.75 7.04 
Brazil 10.09 5.32 Belgium 0.71 6.66 
Poland 8.78 23.03 Greece 0.66 5.97 
United Kingdom 8.34 13.58 Denmark 0.61 11.21 
France 7.77 12.47 Slovakia 0.5 9.25 
Romania 4.97 23.12 Norway 0.41 8.61 
Italy 4.9 8.25 Lithuania 0.37 11.16 
Japan 3.4 2.66 Austria 0.37 4.47 
Germany 3.32 4.05 Sweden 0.29 3.16 
Turkey 1.84 2.64 Latvia 0.27 12.01 
Netherlands 1.25 7.58 Hungary 0.21 2.06 
Spain 1.23 2.71 Other 0.55 4.86 
 









集めることから，機械で読み取るための Web 上の記述方法（RDF：Resource Description 
Framework436）を設計し，Web で公開する方法を定義しなければならない。その設計と定
義づけを目的に，特定非営利活動法人リンクト・オープン・データ・イニシアティブが 2012
年 8 月 28 日に設立された。  
                                                   






11.4.1 オープンデータの日米の政策比較  
日本におけるオープンデータの促進については，2011 年の『知識情報社会の実現に向け
た情報通信政策の在り方＜平成 23 年諮問第 17 号 中間答＞：申東日本復興及び日本再生










制」は図表 11.4.1-1 のとおりである。この出典資料は，「第 5 回 政府の電子行政オープ
ンデータ実務者会議」に出された資料の一部抜粋である。この資料でもわかるとおり，米
国政府のオープンデータは，そのポータルサイトである“DATA.GOV”439から，調べること
ができる。2014 年 12 月 18 日現在で 134,490 データが公開されている。また，2012 年 5
月 23 日のオバマ大統領が出した覚書  “Presidential Memorandum：Building a 21st 
Century Digital Government”（「大統領覚書：21 世紀のデジタル政府の構築」）440で，「デ
ジタル政府を築くための包括的な戦略の開発を連邦最高情報責任者（CIO）に課した。」と
し，「適用可能な政府情報をデフォルトでオープンにし，機械読み取り可能にするための新
しい標準を採用する」必要性を述べている。さらに，米国政府は，2014 年 5 月 9 日に“U.S. 
                                                   
437 『知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方＜平成 23 年諮問第 17 号 中間
答＞：申東日本復興及び日本再生に向けた ICT 総合戦略』（平成 23 年 7 月 25 日 情報
通信審議会）  <http://www.soumu.go.jp/main_content/000124544.pdf>.[引用日：2014-
12-18] 
438 「オープンデータ流通推進コンソーシアム」  <http://www.opendata.gr.jp/>.[引用
日：2014-12-18] 
439 DATA.GOV <https://www.data.gov/>.[引用日：2014-12-18] 





OPEN DATA ACTION PLAN”（米国オープンデータ・アクションプラン）441を公表して
いる。2013 年 6 月 17 日から 18 日に開催された，G8 首脳会合では，最終日に各国首脳が



























































                                                   
441 “U.S. OPEN DATA ACTION PLAN” May 9, 2014 
<http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/us_open_data_action_pl
an.pdf>.[引用日：2014-12-18] 
442 “G8 Open Data Charter” <http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000006820.pdf>.[引用































11.5.1 米国におけるオープンアクセス化  
米国のオープンアクセス化は，1998 年設立の「学術出版・学術資源連合」（Scholarly 
                                                   
443 LinkData <http://linkdata.org/home>.[引用日：2014-12-18] は，オープンデータを
加工し，テーブルデータを変換して，API 公開するためのサポートをしている。  
444 ししょまろはんラボ  <http://libmaro.kyoto.jp/>.[引用日：2014-12-18] 
445 オープンアクセス化の歴史については，時実象一「オープンアクセス運動の歴史と電





Publishing and Academic Resources Coalition：SPARC）の運動が極めて大きな影響を与
えている。2005 年 2 月 3 日に，前述した米国国立衛生研究所（NIH：National Institutes 
of Health）446は，NIH 公開アクセス方針（Policy on Enhancing Public Access to Archived 
Publications Resulting from NIH-Funded Research ）447を発表した。それは，SPARC の
運動による成果であった。  
2000 年から NIH の一部門である国立医学図書館の部署，国立生物工学情報センター  




2014 年 11 月には，ビル＆メリンダ・ゲイツ財団が，財団の助成による研究成果とその
基礎データについてオープンアクセスにすることを明らかにした。この方針は，2015 年 1







2014 年 11 月 14 日に，米国スミソニアン協会の“Freer and Sackler Galleries”  449による
マルチメディアカタログが公開されたことにより，OSCI（Online Scholarly Catalogue 
Initiative：オンライン学術カタログイニシアティブ）450の全参加機関のオンラインカタロ
                                                   
446 国立衛生研究所（NIH：National Institutes of Health） <http://www.nih.gov/>.[引
用日:2014-12-18] 
447 Policy on Enhancing Public Access to Archived Publications Resulting from NIH-
Funded Research <http://grants.nih.gov/grants/guide/notice-files/NOT-OD-05-
022.html>.[引用日:2014-12-18] 
448 Bill & Melinda Gates Foundation Open Access Policy 
<http://www.gatesfoundation.org/How-We-Work/General-Information/Open-Access-
Policy>.[引用日:2014-12-18] 
449 “Freer and Sackler Galleries” <http://www.asia.si.edu/>.[引用日：2014-11-27] 




グへの移行が完了した。この‘Freer and Sackler Galleries’は，40,000 点に及ぶ収蔵品





11.5.2 日本におけるオープンアクセス化  
一方，日本のオープンアクセス化の状況はどうであろうか。大学等における学術情報流




ーク SINET（Science Information NETwork）453によるアカデミッククラウドを設計し，
大量のデータ通信回線によるゲートウエイ機能をもったシステム構築が図られている。こ












27] に，2013 年までの学術情報流通に関しての日本の政策動向が論じられている。  
452 に「研究の革新的な機能強化とイノベーション創出のための学術情報基盤整備につい
て：クラウド時代の学術情報ネットワークの在り方」（審議まとめ）（2014 年 7 月） 
<http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2014/08
/26/1351114_1.pdf>.[引用日：2014-11-27] 







SINET の持続的整備に向けて」（平成 26 年 5 月 9 日）455が取りまとめられた。次世代の











学分野の論文が 6 か月，人文科学と社会科学の論文が 12 か月としている。米国の州レベ
ルの公開猶予期間は，連邦レベルの方針に合わせて最長 12 か月としている458。 




                                                   
455 日本学術会議情報学委員会から「提言 我が国の学術情報基盤の在り方について：
SINET の持続的整備に向けて」（平成 26 年 5 月 9 日） 
<http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t192-2.pdf>.[引用日：2014-11-27] 





458 Alma Swan  “Time to align policy”“Advocacy： How to hasten open access” 





459 “Electronic Information for Libraries”（EIFL） <http://www.eifl.net/>.[引用






いて，2019 年までに 60%，2025 年までに 100%オープンアクセスにする目標を掲げてい
る。しかし，電子ジャーナルを取り扱う出版社と大学側との利害の対立もあり，学術情報
のオープンアクセス化がなかなか進まない状況もある。最近の事例では，オランダに拠点
を置く電子ジャーナルの最大手 Elsevier 社とオランダ大学協会（VSNU：Association of 
Universities The Netherlands461）の交渉で，大学協会がオランダの大学図書館による学











資料などを見ることができなかった。国立教育政策研究所では，2014 年 12 月 15 日から




                                                   
460 Sander Dekker (Minister of Education, Culture and Science 2012-) 
461 VSNU <http://www.vsnu.nl/>.[引用日:2014-12-18]   
462 “Negotiations between Elsevier and universities failed” 4 November 2014. 
<http://vsnu.nl/news/newsitem/11-negotiations-between-elsevier-and-universities-
failed.html>.[引用日:2014-12-18] 
463 定期期間内の使用権販売方式  




























                                                   







リアンについて，デービッド・シューメイカー（David Shumaker：Catholic University 
of America’s School of Library and Information Science）は，エンベディッド・ライブラ
リアンの地位に関して，4 つの鍵を示している。 
① 具体的情報ユーザ・グループのメンバーとの強い関係を構築すること  
② 彼らの仕事と情報ニーズの理解に注目すること 
③ 彼らの到達点を共有して，積極的に彼らの到達点の達成に寄与すること  
④ グループにとって，不可欠のメンバーになること  
シューメイカーは，エンベットされた図書館司書は，こうした 4 つの条件をクリアしなけ
ればならないとしている。また，コミュニティに埋め込まれた形でのレファレンスサービ
スの事例として，AmericanLibraries 誌に “Community Reference: Making Libraries 













                                                   
467 Community Reference: Making Libraries Indispensable in a New 
WayPostedWednesday, June 13, 2012 - 11:00 
<http://www.americanlibrariesmagazine.org/article/community-reference-making-
libraries-indispensable-new-way>.[引用日:2014-11-27] 








11.7 Connected Learning 
2014 年 8 月，世界図書館情報会議（WLIC）・国際図書館連盟（IFLA）年次大会におい












                                                   
469 <http://current.ndl.go.jp/node/26782>.[引用日:2014-11-27] 















































































                                                   
474 大阪府立図書館と堺市立図書館において，「派遣職員の取扱いに関する協定」を結
び，期間，身分，服務，分限及び懲戒，給与，旅費，公務災害補償，福利厚生等について





13.1 図書館経営の転換点  
 イギリスから始まった NPM（New Public Management）の思潮は，行財政改革と規制
緩和に伴う行政の民間資本・手法の導入が地方自治にも浸透していった。これまでの税収
が見込めなくなった地方自治にも，大きな変革をもたらした。特に 1999 年 7 月の地方分
















                                                   
475 地方分権一括法は，全部で 475 本の関連法案からなる。同法により，機関委任事務が
廃止され，法定受託事務と自治事務という制度に変わった。その後，2011 年 5 月 2 日，
8 月 30 日並びに 2013 年 6 月 14 日に，「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第 1 次・第 2 次・第 3 次一括法）が公
布されている。  
476 「地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知）」（総行行第 87 号 平成
15 年 7 月 17 日）
<http://www.bunka.go.jp/1aramasi/pdf/18_bunkaseisakubukai_1_3_3.pdf>.[引用
日:2014-11-27] 
































                                                   
478 長尾真『電子図書館』岩波書店  1994.9 (岩波科学ライブラリー) 



























































13.3 政令指定都市立図書館が実施した調査研究委託  
平成 2004 年 7 月 30 日に生涯学習政策局が「図書館の現状や課題を把握・分析し，生涯
学習社会における図書館の在り方について調査・検討を行う」482ことを目的に「これから
の図書館の在り方検討協力者会議」483を立ち上げた。菅谷明子による「進化するニューヨ
                                                   










ーク公共図書館(ルポ) 」（『中央公論』114(8), 270-281, 1999-08 ）が 1999 年であり，ニ
ューヨークの公共図書館が紹介され，『未来をつくる図書館』岩波書店が 2003年であった。














13.4 図書館行政の意思決定に関わる教育委員会制度と地方自治の問題  
教育委員会法（昭和 23 年法律第 170 号）は，新憲法の①教育行政の民主化，②教育行
政の地方分権，③教育の自主性確保等の方針の下で，昭和 23 年に制定された。昭和 31 年
6 月，第 3 次鳩山内閣において，政治的中立性の確保と一般行政との調和の実現を目的と
して，教育委員会法が廃止され，現行の教育委員会制度を規定する「地方教育行政の組織
及び運営に関する法律」（昭和 31 年法律第 162 号）が制定された。  
予算案や条例案の議会への提出については，首長の専属権限とされているため（地方自
治法第 149 条第 1 号・第 2 号，第 180 条の 6 第 1 号・第 2 号），教育委員会は案を首長に
申し入れ，議案としての提出を求めることになる。  
中央教育審議会「地方分権時代における教育委員会の在り方について（部会まとめ）」（平
                                                   
484 『日本の図書館統計と名簿』2001 年度版での市区町村立図書館の専任職員数は
13,259 人，同書 2012 年版の統計では，市町村立図書館の 2002 年度の専任職員数が，
13,214 人と減少に転じ，2003 年度が 12,921 人とさらに減少の一途をたどっている。  
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13.5 指定管理者制度導入に伴う問題  
2003 年地方自治法が改正され，同法第 244 条の 2 第 3 項で，「普通地方公共団体は，公
の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは，条例の定めると
ころにより，法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条




13.5.1 指定管理者制度の変遷  

















                                                   
486 第 1 章の先行研究レビューでも示したように『図書館雑誌』（98(6)2004.6.）で「特集 
指定管理者制度と公立図書館経営」が組まれている。  
487 この当時の文部科学省の回答資料を入手することができないため，「JLA メールマガ
ジン第 215 号」2004.7.28 を引用した。  
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条の 2 第 5 項で「指定管理者の指定は，期間を定めて行うものとする。」としているとお



































21 年 5 月 20 日法律第 40 号）488が制定された。同法第 11 条で「安全かつ良質な公共サー
ビスが適正かつ確実に実施されるようにするため，公共サービスの実施に従事する者の適
正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるものと
                                                   





















地方公共団体の短期臨時職員の任用は地方公務員法第 22 条第 2 項に基づき，6 カ月を







                                                   
489 総務省自治行政局長通知「指定管理者制度の運用について」  
<http://www.soumu.go.jp/main_content/000096783.pdf>.[引用日:2014-11-27] 






13.5.3 指定管理者制度導入の実態とその問題点  
さまざまな問題点を抱ええているにもかかわらず，2005 年には十分な検証が行われて
いない状況で，総務省は，「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（平
成 17 年 3 月 29 日）491において，指定管理者制度の活用を奨めていた。また，指定管理者
制度が広範に進んだ状況で，2012 年に「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する












ということをもっと問題視すべきであろう。さらに，2014 年度に日本図書館協会が 47 都
道府県立図書館をとおして都道府県立及び市町村立図書館に調査した結果が出されている
494。その結果を基に，自治体別にその導入の割合を出してみたのが図表 13.5-2 である。
                                                   
491 「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（2005 年 3 月 29 日）
総務省 <http://www.soumu.go.jp/iken/pdf/100512_1.pdf>.[引用日:2014-11-27]  地方分
権一括法の初年度は，地方自治体への税財源の移譲が 6500 億円，機関委任事務廃止によ












2005 年度から導入館が毎年度平均 43.6 館増えている。2006 年 6 月には，「競争の導入に















                                                   































































































































出典：「図書館数（2013 年度）」は『日本の図書館 2013 年版』日本図書館協会,2014，「2013 年度までに
指定管理者制度を導入した図書館」は日本図書館協会図書館政策企画委員会「図書館における指定管理者
制度の導入の検討結果について 2014年調査（報告）2014年8月25日」『現代の図書館』52（3）,2014.9 
 都道府県 特別区 政令市 市 町村 合計 
図書館数（2013年度） 60 224 282 2,066 596 3,228 
2013年度までに指定管理
者制度を導入した図書館 
4 94 49 199 50 396 






  特別区 政令市 市 町村 合計 割合 
図書館数 94 49 199 50 392   
指定管理者の
性格 
①民間企業 91 38 144 18 291 74.2% 
②NPO 2 0 24 14 40 10.2% 
③公社財団 0 11 25 13 49 12.5% 
④その他 1 0 6 5 12 3.1% 
 
13.6 地方自治行政として地域コミュニティに寄り添う公立図書館  



























                                                   
495 OCLC Webjunction 2014.8.25. “Public Library Reimagined”  Speaker：Sommer 
Mathis (Editor, Atlantic CityLab),Brian Bannon (Commissioner, Chicago Public 
Library),Tessie Guillermo (President & CEO, ZeroDivide),John Palfrey (President, 
Board of Directors of the Digital Public Library of America and Head of School, 
Phillips Academy). <http://webjunction.org/news/webjunction/re-imagining-public-
libraries.html>.[引用日 :2014-11-27] 
496 米国図書館協会（ALA）会長のストリプリング（Barbara K Stripling）のイニシア
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